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＊文部科学省
・学校教育法等の一部を改正する法律(概要)（5月28日）
教育の情報化に対応し、平成32年度から実施される新学習指導要領を踏まえた「主体的・ 対話的で深い学び」の視点からの授業改善や、障害等により教科書を使用して学習することが困難な児童生徒の学習上の支援のため、必要に応じて「デジタル教科書」を通常の紙の教 科書に代えて使用することができる（併用制※ ）よう、所要の措置を講ずる。

http://www.mext.go.jp/b_menu/houan/kakutei/detail/__icsFiles/afieldfile/2018/05/28/1405486_01_2.pdf
・学校教育における人権教育調査研究協力者会議（第2回）配付資料（5月28日）
資料3　性同一性障害や性的指向・性自認に係る、児童生徒に対するきめ細かな対応等の実施について 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/128/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2018/05/28/1403937_03.pdf
・各都道府県・指定都市教育委員会が作成する「人権教育指導資料」（5月30日）
※第2回学校教育における人権教育調査研究協力者会議（平成30年1月26日開催）に際し、平成20年度以降（「人権教育の指導方法等の在り方について（第三次とりまとめ）」公表後）に、各都道府県・指定都市教育委員会において作成（改訂含む）された指導教材、指導資料、研修教材、啓発資料、実践事例集等について収集したもの。
· 各都道府県・指定都市教育委員会が作成する「人権教育指導資料」について
· 人権教育指導資料等一覧（都道府県・指定都市）
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/jinken/siryo/1404244.htm
＊内閣府男女共同参画局
・政治分野における男女共同参画の推進に関する法律 概要（5月23日）
政治分野における男女共同参画の推進に関する法律が公布・施行されました。
http://www.gender.go.jp/about_danjo/law/pdf/law_seijibunya01.pdf
＊いじめ
・＜千葉＞「いじめ通報アプリ」全国へ　初めて導入の柏で効果（毎日新聞／Yahooニュース・5月14日）
　中学生を対象にしたスマートフォン用のいじめ通報アプリ「ＳＴＯＰｉｔ（ストップイット）」の活用が全国の自治体に広がっている。公立中のなかで昨年初めて導入した柏市で相談件数が急増し、効果を上げていることが影響しているとみられる。千葉大などは今後、いじめ対策の授業で使われる教材を産学官連携で増やしていく方針だ。

　米国発のアプリは、同国内で約６０００校３２９万人が利用できるほど普及している。国内ではＩＴサービス会社「ストップイットジャパン」（東京）が独占販売代理店契約を締結している。

　柏市は昨年５月、市内の中学生が無料でダウンロードできるようにして、昨年度は約１万人の対象者のうち４８６人が登録した。いじめの相談件数は前年度の電話とメールでの相談に比べて約５倍となる１３３件に急増。４割（５６件）は、いじめやネットトラブルに関する相談だった。急増の理由は、子供たちのコミュニケーションツールとしてアプリが一般的になっているためとみられる。市教委は「いじめが深刻になる前に対応できる」とアプリを評価し、今年度はモデル校を選んで小学校でも導入する。

　アプリを導入する際、生徒がより理解しやすいよういじめ対策の授業も行っており、授業で使う動画などの教材は、同大や柏市教委などが産学官で連携して開発したものだ。

　教材の動画は、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）に悪口を書き込まれていじめられる生徒を、その様子をみている別の生徒の視点から描いたドラマ仕立てで、ストップイットジャパンがＤＶＤ３０００枚などを全国の教育関係者らに無償配布し、普及に努めた。

　同大によると、アプリと授業を導入した自治体は野田、山武両市のほか、茨城県、神奈川県、岡山県などにも拡大し、今年度は利用可能な対象者数が約１００校５万人に広がる。道徳が今年度から小学校で正式教科となり、１９年度には中学校でもスタートすることから、道徳の授業でも使えるようＳＯＳを発信するためのホウレンソウ教育や性的少数者（ＬＧＢＴなど）をテーマに多様な性を理解する教育など新たな教材も今年度中に制作するという。

　同大教育学部付属教員養成開発センター特別研究員でストップイットジャパンの谷山大三郎社長は「教育の力が大事だと思うので、相談する手段のアプリだけが普及するのでなく、いじめは許さないということを学ぶ授業とセットで広がってほしい」と話している。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180514-00000028-mai-soci
・いじめの温床、スクールカースト　「女子は1軍、2軍、3軍に分かれている」児童が抱える息苦しさ（西日本新聞／Yahooニュース・5月15日）
　いじめ問題の背後に「スクールカースト」と呼ばれる子ども社会があるという。クラス内の立ち位置を序列、階層化する傾向だ。九州北部の住宅街にある小学校。5年生の担任をしていた教員（40代）は、いじめをテーマにした授業後、ある女子児童が書いてきた感想文でその現実の一端を知った。「女子は1軍、2軍、3軍に分かれている」　（文中いずれも仮名）
1軍は流行に敏感でオシャレなグループ
　感想文を書いたキョウコによると、1軍は流行に敏感でオシャレなグループ。まじめで勉強ができるのが2軍。いずれにも疎いのが3軍で、キョウコは3軍。1軍トップがアオイなのだという。

　アオイは快活で、ファッションセンスも目を引く。そのクラスが始まった3年前の1学期、アオイが中心となったいじめが表面化した。

　級友同士の「力関係」が形成されていく6月だった。
いわれのない中傷を先導
　クラスには、鼻水をよくティッシュで拭くタケルがいた。「ばい菌」「食べ方が変」。いわれのない中傷を先導したのがアオイ。周りの女子も同調して掃除中、誰もタケルの机に触らない。

　タケルは不登校になった。

　いじめに気付いた担任は、いじめの4層構造（被害者、加害者、観衆、傍観者）を説明したうえで、被害者の苦しみやつらさ、加害と傍観の罪を諭した。

　授業では、架空のこんな事例でも話し合った。
「泣いているところを見ていると、面白い」
　〈「カンニングをした」とうわさされたAが孤立。学級会でBが問題提起すると、今度はリーダー格のCが中心となり、Bが無視されるようになった〉

　「どうしてBは無視されないといけないの？」。担任の問い掛けに、女子たちは互いの顔色をうかがい、なかなか意見を出さなかったが、1人の発言を機に発言が続いた。

　「Cがリーダーなので、他の子は逆らえなくなっている」

　「無視されると怖い」

　「それって女子の遊びやん。いつもしてるやん」

　「泣いているところを見ていると、面白いやん」

　担任は放課後、「面白い」と発言したユイと話した。「からかうと反応が面白い」とユイは言う。担任が「自分がそうなったら？」と聞くと「そりゃ、つらいよ」。
「まるで江戸時代の身分制だな」
　この授業後、キョウコは感想文に「スクールカースト」の息苦しさをつづった。「まるで江戸時代の身分制だな」と担任は思う。勉強ができるユイは2軍なのだという。

　でも実は、アオイも悩んでいた。障害のある姉に、母がかかりっきりになっていた。

　「私の言うことを聞いてくれない」。アオイは友人同士のラインに「死にたい」と書き込み、授業中に刃物を手首に当てるしぐさも見せ、ドキッとさせる。
ささいなことで上下するスクールカースト
　担任があらためて話を聞くと、泣きながら「私はいない方がいい」。アオイの状態を伝えると、母親は学校を訪れ、娘を喝した。「なんしようとか」。アオイの口癖は「お母さんは絶対に分かってくれない」。担任はやるせなかった。

　子ども同士の人間関係、家庭の背景も絡み、顕在化するスクールカースト。それは大人が考える勉強や生活態度などではなく、全く別の物差しが支配するクラス階層だ。

　しかもその位置は流動的で、ささいなことで上下する。担任には、人気投票で力関係が決まるアイドルグループの総選挙も投影されているようにも思える。
「心配させてごめんね」
　学年末、担任はアオイから手紙をもらった。「心配させてごめんね」と書いてあった。

　アオイはいま、どうしているのだろう。自分に何ができ、何ができなかったのか…。そんなことを考えながら担任はいま、新たなクラスと向き合っている。
◆いじめの4層構造
　いじめ問題を研究する森田洋司・大阪市立大名誉教授が1986年に提唱した。被害者、加害者、聴衆、傍観者の外に、保護者や地域の存在があることも忘れてはならない。4層間の関係は固定されたものではなく、被害者が加害者になったり、いじめをはやし立てる聴衆が被害者に転じたり、その関係はちょっとしたことで入れ替わる。いじめ対策として、一番外側の傍観者を動かし、いじめ抑止につなげることが有効とされるが、容易ではない。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180515-00010000-nishinpc-soci

・日本の学校から「いじめ自殺」がなくならない根本理由（現代ビジネス/Ｙａｈｏｏニュース・5月18日）
教師がいじめ、生徒は自殺した
　2017年3月、福井県の中学校で、教員に痛めつけられていた少年が飛び降り自殺をした。

　新聞は次のように報じている。
----------
福井県池田町教委は15日、町立池田中学校で2年の男子生徒(当時14)が今年3月に自殺したと発表した。担任と副担任から厳しい指導や叱責(しっせき)を繰り返され、精神的なストレスが高まったことが大きな要因だと結論づけた。(『朝日新聞』2017年10月15日)
----------

　学校や軍隊で、生徒や兵士が教員や上官からいためつけられて自殺するケースは、それほどめずらしくない。距離を自由に調節できず逃げられない閉鎖空間で、誰かが誰かの運命をどうにでもできる場合、追い詰められた人はしばしば自殺する。

　これについては、「人格を壊して遊ぶ…日本で『いじめ自殺』がなくならない根深い構造」などで繰りかえし述べた。今回は、加害者が生徒ではなく、2名の教員(担任と副担任)であった。

　地元『福井新聞』は、遺族の言葉を次のように報じている。
----------
「報告書に、厳しい指導叱責、弁解を許さない理詰めの叱責、執拗な指導などを繰りかえし受けた、と記載が何度もありました。教員と生徒の間の為、叱責という言葉で表現されてはいるものの、私達遺族は、叱責ではなく『教員による陰湿なイジメであった』と理解しています」(『福井新聞』2017年10月18日)
----------

　教員による迫害・いやがらせを、「指導」「叱責」という教育の言葉(思考の枠組み)に包み込むと、他人を自殺にまで追い込む残酷さが中和されてしまう。

　筆者はここで「中和」という言葉を使った。
　この中和は、現実をつくりかえて、都合のよい「あたりまえ」をつくりあげる技術であり、巧妙なしかけでもある。

　犯罪社会学者のサイクスとマッツァは、非行少年たちのいいわけを研究した。

　そして「中和の技術(Techniques of Neutralization)」という論文で、非行少年が自分たちの行為を正当化し、納得がいくものにつくり変える下記5つの技術について明らかにした。
----------
1. 責任の否定
2. 加害の否定
3. 被害者への拒否
4. 非難者への非難
5. より高い価値への忠誠心への訴え
(Gresham M. Sykes and David Matza, 1957, Techniques of Neutralization: A Theory of Delinquency, American Sociological Review, Vol. 22, No. 6, pp. 664-670)
----------

　この論理は、教育関係者やそのとりまきにもあてはまる。

　実際にあてはめてみよう(以下は、これまで繰り返されてきたいいわけから筆者が抽出した一般的なパターンである。個別のできごとは、これらの組み合わせになっている)。

　1. 責任の否定: 通常の指導をしていただけで、障害や死亡との関係はない。
2. 加害の否定: 教育的な指導をしただけで、加害行為をしていない。
3. 被害者への拒否: 先生の言うことをきかない生徒が悪い。あいつは学校の「みんな」や先生をこまらせるやっかい者だ(あいつの方が真の加害者だ)。
4. 非難者への非難: 教育のことを何もわかっていないよそ者が勝手に非難している。おまえは学校が嫌いなだけだろう。おまえこそ口をつつしめ。
5. より高い忠誠心への訴え: 学校業界固有の聖なる価値〈教育〉が、現代市民社会の根本価値とされる人間の尊厳より高い価値があるかのようなムードをつくる。そして、次のように、加害者を教育価値への忠誠者であると訴える。
これは「教育熱心のあまりのいきすぎ」であり、将来あるセンセイを寛大に扱うべきだ。(露骨に言葉にすると差し障りがあるので、みんなのムードを感じ取ってほしいが)われわれの本当の実感としては、わたしたちが共に生きる、うつくしい教育の形は、死んだり障害を負ったりした「不適応」生徒の命よりも尊い。

　このような空気を醸成するためにも、人間の尊厳を踏みにじるできごとを、正義や人権の問題にせず、教育論議にすりかえると都合がよい。

　「これは正義や人権の問題ではなく教育の問題である」と誤認させるのだ。

　そうすると、より高い価値、教育への忠誠を強調して、学校の残酷と理不尽をうやむやにすることができる。
残酷さや理不尽さを可視化するには
　「学校」「教育」という特殊な世界の中だけで通用するものの見方が、「あたりまえ」になると、残酷さや理不尽さが見えなくなる。目の前にあっても見えない(これについては、「日本の学校から『いじめ』が絶対なくならないシンプルな理由」でも述べた)。

　このことをはっきりさせるために、今回の事件に関する調査委員会の報告書と、地元紙『福井新聞』の内容を、「学校」「教育」の言葉ではなく、まっとうな市民社会の言葉を用いて叙述しなおしてみよう。

　あなたの頭の中で、ものの見え方がどのように変わるだろうか。

　税金によって雇われて学習支援サービスに従事する2名の職員がいた。

　サービスを提供する側の職員は、住民(自殺した被害者の親を含む)が税金で雇っている公僕である。

　この2名は、サービスを受けに来ていた若い市民に対し、さまざまな思いどおりにならないことに言い掛かりをつけ、大声で罵倒する等の迫害を執拗に繰りかえした。

　この「思いどおりにならないこと」の内実は、どのようなものか。

　学習支援サービスの仕事をする職務では、講習サービス後、「自宅でくりかえしをすると学習効果があがりますよ。いかがでしょうか」とサービスの受け手にアドバイスすることがある。

　もちろん、若い市民はサービスの受け手であって、奴隷ではない。アドバイスどおりにしなくてはならないということはない。

　日本の悪名高いカルト宗教「教育教」信徒たちのあいだでは、この学習支援の場所は「学校」と呼ばれ、「ご自宅でくりかえしてみてはいかがでしょうか」というアドバイスの内容は「宿題」と呼ばれている。

　そして税金で雇われた公僕である学習支援サービス職員は、「センセイ」と呼ばれている。また学習支援要員である公僕からサービスを受ける若い市民は「生徒」と呼ばれている。

　ここで、学習支援サービスに従事するはずの「センセイ」は、「生徒」が「宿題」をしてこないことに我慢できず、サービスの受け手に執拗な攻撃を加えた。そして、サービスの受け手である若い市民は、学習支援サービス職員に土下座をしようとした。

　土下座をしようとするまで、痛めつけられ、追いつめられ、精神に変調をきたしていたと考えられる。

　また、学習支援サービスの場所では、受け手のためのさまざまなレクレーションを提供することもある。「教育教」信徒たちは、このレクレーション・サービスを「学校行事」と呼んでいる。

　もちろん、サービスを受ける若い市民は奴隷ではない。レクレーションの仕方が気にくわないと、サービス員から嫌がらせを受けるいわれはない。

　ところが、福井県池田町の学習支援サービス員は、このレクレーションの運営に参加した若い市民が挨拶の準備に遅れたことに腹を立て、周囲の人が恐怖で身震いするようなしかたで、怒鳴りちらしていた。

　また、この学習支援サービス員は、レクレーションの運営に関して、若い市民に不満をいだき、さまざまなハラスメントを繰りかえした。

　若い市民は、これらの積み重なる迫害をうけて、過呼吸症を起こすほどになった。そして、最後に若い市民は、学習支援サービスのために設置した建物から飛び降りて自殺した。
自殺後、別の人をいじめ続けた
　驚くべきことに、若い市民を執拗に迫害し自殺にまで追い詰めた(日常語を用いて表現すれば「いじめ殺した」)職員は2名とも、懲戒免職にならず、同じ仕事を続けている。

　そして、なんとこの2名のうち1名(副担任)は、その後、自殺させた被害者にしたのと同じ、大声で怒鳴りちらす等のハラスメントを、別の若い市民に対して行った。

　新しい被害者は、この迫害ストレスにより、学習支援サービスの場所に断続的に来られない状態(これを「教育教」では「不登校」と呼んでいる)になった。

　大声で怒鳴りちらす等のハラスメントを繰りかえしたことにより、精神に変調をきたさしめ、自殺にまで追いつめた場合、暴行罪や傷害罪が成立する可能性がある。また、被害者を自殺させた後、別の人に同じハラスメントを繰りかえした場合、加害者はきわめて悪質であると判断できる。

　ここで、自治体の責任が問われるはずである。本来ならば、即座に懲戒免職とし、暴行あるいは傷害の疑いで司直の手に委ねなければならない加害者2名(担任と副担任)を放置し、他の利用者にも同じ被害がおよびかねない学習支援業務(「センセイ」)をさせていたのである。

　また、学習支援サービス員を教育ハラスメントの怪物に変えてしまいがちな、「教育教」というカルト宗教に侵された公共事業(学校制度)を見直す必要がある。
日本の学校が染まる「全体主義」
　ここまで読み進めた読者は、言葉の使い方(認識枠組)が別のタイプに切り替わるだけで、同じ出来事がまったく違って見えることを感じとられたことと思う。

　「学校」「教育」の言葉を用いるだけで、残酷や理不尽が見えなくなる。まっとうな市民社会の言葉を用いると、残酷や理不尽がくっきりと見えてくる。

　学校は「教育」、「学校らしさ」、「生徒らしさ」という膜に包まれた小さな世界になっている。そのなかでは、外の世界では別の意味をもつことが、すべて「教育」という色に染め上げられてしまう。そして、外の世界のまっとうなルールが働かなくなる。

　こういったことは学校以外の集団でも生じる。内容が異なるさまざまな現象から共通のかたちを切り出し、別の現象にあてはめてみると、ことの核心について理解を深めることができる。

　以下、図を見ながら読み進めていただきたい(図は、拙稿「学校の全体主義──比較社会学の方法から」木村草太編『子どもの人権をまもるために』(晶文社、241ページ)から抜粋)。

　たとえば、オウム真理教(地下鉄サリン事件を起こした)では、教団にとって都合の悪い人物を殺害することは、魂を高い次元にひきあげてあげる援助(「ポア」)である。

　連合赤軍(暴力革命を目指して強盗や殺人を繰り返し、あさま山荘で人質をとって銃撃戦を行った)では、グループ内の権力政治で目をつけられた人たちが、銭湯に行った、指輪をしていた、女性らしいしぐさをしていたといったことで、「革命戦士らしくない」、「ブルジョワ的」などといいがかりをつけられた。

　そして人間の「共産主義化」、「総括」を援助するという名目でリンチを加えられ、次々と殺害された(「革命戦士らしさ」を「生徒らしさ」、「総括しろ」を「反省しろ」に代えれば、中学校の生活指導に酷似している)。

　学校でも、教育というコスモロジーに包み込んで固有の世界を立ち上げることによって、外部の社会ではとうてい許されない残酷や不正が「あたりまえに」まかり通る。

　学校、オウム教団、連合赤軍はそれぞれ、「教育」、「宗教」、「共産主義」という膜で包み込んで、内側しか見えない閉じた世界をつくっている(「日本の学校から『いじめ』が絶対なくならないシンプルな理由」でも論じた)。

　オウム脱会者や元赤軍メンバーは、外の市民社会に戻ってから、「自分はなんという恐ろしい世界にいたのだろう」と身震いする。

　それと同様、わたしたちは、「教育」の外から学校をながめることで、これまであたりまえと思っていた学校が、なんと残酷で正気を失った世界なのだろうと驚く。

　調査報告書と『福井新聞』の報道を、市民社会の言葉で翻訳した先の文章は、学校と市民社会の現実感覚がどれほど乖離しているかを示す見本例である。

　学校は、次の点でオウム真理教や連合赤軍と異なる。オウム真理教や連合赤軍のいいわけは社会からまったく受け入れられない。

　しかし、学校や教育に関しては、それを「あたりまえ」と受け入れてしまう習慣が社会に行き渡っている。

　学校は、社会のさまざまな領域を、学校の色に染め上げる。その意味で、学校はオウム真理教や連合赤軍よりも、わたしたちの社会に有害な作用をおよぼす(詳しくは拙稿「学校の全体主義」、「人格を壊して遊ぶ…日本で『いじめ自殺』がなくならない根深い構造」などを参照)。
調査報告書に書かれた、校長の不適切な言動
　さて、今回の教員によるいじめ自殺事件を扱った、池田町学校事故等調査委員会による調査報告書は、一貫して誠実なものであった。

　一例を紹介しよう。
----------
　本調査委員会が第三者機関としての自立性を担保し、何が起きたのかを遺族に説明するためには、学校や教育委員会からの独立性を確保することが必要であるが、遺族との連絡、学校の生徒や教員及び保護者への連絡については、教育委員会を介さざるを得ない場合があるのが現状である。本調査委員会は独立性に留意し、池田町教育委員会は本調査委員会の独自性を保証すべく最大限の配慮を行ってきた。しかし、当該者との連絡調整は、教育委員会が行ったことは如何ともしがたい事実であり、中立性への疑義を招きかねないことも確かである。
　今後、このような調査委員会の設置、組織、運営等に関しては、文部科学省や都道府県教育委員会等を含めたルール作りが必要だと思われる。
(池田町学校事故等調査委員会『調査報告書』52-53ページ)
----------

　筆者はかねてから、利害当事者である教委が、調査委員会の設置、組織、運営にかかわる現行制度のもとでは、構造的に、調査委は教委と癒着しがちであり、いわばヤクザに十手を持たせるような結果になりかねないと警鐘を鳴らしてきた。

　今回は、なんと、調査委の報告書のなかで、この制度欠陥に対する異議申し立てがなされている。あっぱれとしか言いようがない。

　さらに、調査委は聞き取りをする場所として、学校ではなく生涯学習センターを選んだ。学校という場所にいるだけで、「いま・ここ」を生きる感覚が集団生活の「しがらみ」モードになり、口を閉ざしてしまうかもしれない。話を聞くなら、学校ではなく、市民的な場所の方がのぞましい。

　報告書には、校長の不適切な言動がことこまかく記されていた。知っているはずのことを知らないと言った、「遺族に遺書らしきノートを渡す際にカバンの上でバンバンと叩くよう」な(威圧的・敵対的な)しぐさをした、といったことだ。

　その後、校長はどうなったか。退職を余儀なくされてしまった。つまり(事実上)クビになってしまったのだ。
いじめ自殺と「発達障害」
　この、一貫して誠実、まじめ、良心的な調査報告書(全57ページ)のなかに「発達障害」という語が19ヵ所みられる。

　医師が診断していないので断定できないとことわりつつも、断定に近いと言っていいほど強く「発達障害」を疑っていることを、文面から読み取ることができる。

----------
　本調査委員会では、本生徒の発達障害の可能性を指摘すべきかどうか躊躇した。それは、本生徒が専門機関による診断や検査を受けていないこと、また発達障害という言葉によって誤解を招く恐れがあり、それによってご遺族が傷つけられることを危惧したからである。
　しかし、学校の中には発達障害を疑われる子どもたちが多々おり、本生徒のようにその特性が理解されず、多くの子が苦しんでいることを考えると、本生徒の死を無駄にしてはならないと判断し、用語の使用を決意した。もとより発達障害の用語の使用により、学校が責任を免れるものではない。むしろ、生徒の発達特性に応じた生徒指導の欠如が自死を誘発した。学校では、教師同士が子どもを見合い話し合うことで、子どもの発達特性に応じた指導を心掛けなければならない。
　(池田町学校事故等調査委員会『調査報告書』49-50ページ)
----------

　現在、精神医学では「発達障害」という枠組(認識と実践の体系)が流行し、診断数が急増している。

　現在の「発達障害」枠組を主導する層(医学生や医師を指導し、著作や学会などで方針を導き啓蒙する熱意あるリーダー層)の基本方針(理念的たてまえ)は(末端の現場で多くの医師たちが学校がらみで実際にやっていることはともかく)、学校に合わない異常者をあぶりだし、学校の細胞の一部になるよう治療する(学校制度によって独善的に決められた一方方向に成長を促す)という従来の考え方ではない。

　一人ひとりの多様な発達特性に応じ、固有の「こまり感」に着目し、環境調整を行い複線的な発達を支援するというストーリーになっている。

　そして、周囲からの「しつけ」と称する虐待などの、環境ストレスによる被害(いわゆる二次障害)を防止することを、重要課題の一つとしている。

　「発達障害」に関しても、調査報告書は、現時点での児童青年精神医学の理念に一致する模範的なものになっている。

　ただ筆者自身は、次のように考えている。

　次回以降で論じるように、DSM-5(APA『精神疾患の診断・統計マニュアル　第5版』)の「神経発達障害」という概念の組み立て方には問題がある。

　仮にDSM-5を受け入れたとして、DSM-5の診断基準は、複数の生活領域で一定程度以上「こまり」があることを条件としているので、学校の集団生活だけで「こまる」被害者を「発達障害」とするのは、過剰診断にあたらないか。

　さらに言えば、日本の学校は、自由、人権、個の尊厳、人格権といった先進諸国――あるいはそれにのっとった日本国憲法――の基本価値セットの基準からは大きくはずれた、極端な集団主義・全体主義を採用している。

　このような学校の集団生活が求める「こうでなければならない・ああでなければならない」を単一の基準点として、誰かを「発達障害」と診断するのは、何かおかしなことではないだろうか。

　それは、連合赤軍が「ブルジョワ的」障害と言い、オウム真理教が「地獄に落ちる」障害と言うのと、どこが違うのだろうか。むしろ障害が認められるのは、学校制度の方ではないだろうか。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20180518-00055701-gendaibiz-bus_all
＊虐待
・東京都、１０月から里親認定基準を緩和　同性カップルも可能、年齢制限も撤廃（産経新聞／Yahooニュース・5月18日）
　東京都は１８日、児童虐待や貧困などで親元で暮らすことのできない１８歳未満の子供を育てる里親の認定基準を見直し、１０月から実施すると発表した。これまでは夫婦や事実婚のカップルか、成人の親族の「補助者」がいる単身者に限っていた要件を、１人親としての子育て経験があるなど、里親として養育が可能と判断されれば同居親族がいない単身者も里親になれる。親族以外の同居人を補助者と認めることで、同居の同性カップルも里親になることが可能になる。

　また、養育家庭で６５歳未満、養子縁組里親で５０歳未満としてきた里親の年齢制限も「社会環境の変化で高齢者でも元気に働く人が増え、養育が可能な環境にある」として撤廃する。

　都によると、平成２９年度末で社会的養護が必要とされる子供は都内に約４千人いるといい、うち約４６０人が里親家庭で養育されているが、残りは施設で暮らす。都が昭和４８年に設けた里親の認定基準は、国のガイドライン策定や他の道府県よりも導入が早かった一方、内容が厳しいとの指摘があったという。

　都の担当者は「家庭的な環境での養育推進に向けて里親の間口を広げたい」としている。小池百合子知事は１８日の会見で「制度を活用し里親としてご協力いただきたい」と述べた。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180518-00000563-san-soci
＊DV
・ＤＶ被害、見逃さない　自治体・警察が窓口相談促す（日経新聞・5月1日）
　配偶者や交際相手から暴力を受けるドメスティックバイオレンス（ＤＶ）の被害女性を相談窓口につなげようと、自治体や警察が対策を強化している。暴力を振るわれても声を上げられない女性が多いとみており、医療機関などで兆候を見逃さず専門家への相談を促す。早期に窓口に足を運ぶことを期待し、若い世代への啓発に力を入れている自治体もある。 
　大阪府は２月、医療関係者向けのＤＶ被害者対応マニュアルを６年ぶりに改め、府内の医療機関に約３千部を配布した。詳しい内容は非公表だが、患者の不自然なけがなどからＤＶを察知し、相談窓口につなぐよう求める。
　府の担当者は「病院は声を上げられない被害者を見つけられる数少ない接点。サインを見逃さずに支援につなげたい」と狙いを説明する。
　ＤＶの相談窓口は自治体やＮＰＯ法人が各地で開設。専門相談員がカウンセリングを行うほか、被害者をシェルターにかくまったり、加害者が近づけないようにする裁判所の保護命令の申し立てを手助けしたりしている。
　だが、窓口までたどり着けない被害者は少なくない。2017年12月の内閣府の調査によると、ＤＶを受けた女性のうち約４割が周囲に相談していなかった。「相談するほどのことではないと思った」「相談しても無駄だと思った」といった理由が多かった。
　警察庁によると、全国の警察に寄せられた17年のＤＶ被害の相談は約７万2400件で過去最高を記録した。同庁の担当者は「ＤＶへの社会的関心が高まったことで相談が増えているようだ。ただ、依然として被害を訴えられない人もいる」とみる。
　産婦人科医で、性暴力を受けた女性を支援するＮＰＯ法人「性暴力救援センター・大阪ＳＡＣＨＩＣＯ」の加藤治子代表は「医師向けのマニュアルがあれば、相談窓口への連絡や警察への通報がやりやすくなる」と説明する。
　兵庫県警では体にあざがあるなどＤＶの疑いがある人を把握した場合、仮に本人が断っても、警察官が継続的に安否確認のため連絡を取っている。自治体や国の相談窓口を紹介するチラシも配布している。
[image: image2.jpg]WEEOEHBL S foEBEE
(@HEIIEIRRE OThLs

[

AN

O

SR o EERITE S
TS

@®18.7%
©39.1%

@46.8%
56.5%

SICABELIINT L
g Lishy

@ 8.2%
D 8.7%

@®19.3%

< 8.5%

TERET L - iy
(T AR D

@®31.2%
15.5%

1 ENCHW RO A
A A L S

®21.1%
12.5%

FROMRSIEEAE
DMBIEN  FE oo
DDBIEN

%
%

5.6
6.9

ST EIEERE LT
730

@30.6%
T14.2%

HEHENTHATES
BRTERE S TLISD

®39.6%
28.6%

FATRMISHE (RE
FHOME)

®24.4%
Q17.0%

®36.7%
18.4%




　兵庫県は15年から県内の女子大学などに相談員を派遣し、講習を実施。学生同士が被害者役と加害者役になって実例で学んでもらう。若いうちからＤＶの理解を深めるのが目的だ。講習後に「自分が交際相手からＤＶを受けていたことに初めて気づいた」と話した女子大生もいたという。
　県の担当者は「早くからＤＶの知識を身につけることで、被害を受けた場合はすぐに相談窓口に足を運んでくれる可能性が高まる」と期待している。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO30035240R00C18A5AC8000/

＊体罰
・仙台市の体罰アンケート「教諭８割が指導の一環」（TBC東北放送／Yahooニュース・5月23日）
　仙台市立の学校で体罰などが２８７件確認された問題で、教諭の８割が「指導の一環だった」などと説明していることがわかりました。
　これは、郡仙台市長らが出席した市の総合教育会議で報告されたものです。仙台市と市教育委員会が児童・生徒を対象に実施した体罰アンケートでは、２０１２年４月から２０１７年９月までに「手で叩く」といった体罰や不適切な指導が２８７件確認されています。その後、市教委が教諭から聞き取りした結果、８割にあたる２２９件について「指導の一環だった」という説明があったということです。
　体罰アンケートは２０１７年４月にいじめと体罰を受けていた仙台市立折立中学校の男子生徒が自殺した問題を受け実施されました。市教委は引き続き、教諭への聞き取りを進める方針です。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180523-00000003-tbcv-l04
＊子どもの貧困
・貧困層の子、勉強時間が短い傾向　兵庫・尼崎で初調査（朝日新聞・5月8日）
割合の差が目立った主な回路
　経済的に恵まれていない家庭の子と、それ以外の子との間には、生活習慣の傾向に違いがあるのか――。兵庫県尼崎市が子どもの貧困対策に取り組むため、小中学生を対象にそんな調査を初めて実施した。勉強時間、ゲームへの依存度、虫歯の有無……。調査結果から様々な格差が浮かび上がった。
　市によると、「子どもの生活に関する実態調査」と名付けたこのアンケートは昨年９月、市立学校に通う小学５年と中学２年、その保護者を対象に実施した。
　収入を含めて回答した約２３３０世帯を、相対的貧困＝キーマーク＝の状態にある家庭（約２３０世帯）と、それ以外の家庭（約２１００世帯）に分け、両グループの傾向を比べた。
　１日に授業以外でどのくらい勉強するかを尋ねた質問では、小中学生ともおおむね貧困層の子の勉強時間が短い傾向にあった。「まったくしない」と答えた子の割合を両グループで比べると、小学生では貧困層の方が４・５ポイント高かった。中学生ではさらに差が開き、１０・８ポイント差となった。
　テレビやゲーム、携帯電話・スマートフォンに費やす時間は、貧困層の子の方が長い傾向にあった。特に、平日にテレビを見たりゲームをしたりする時間が「４時間以上」と答えた中学生の割合は、貧困層の方が１５・７ポイント高かった。
　貧困層ではこのほか、学校の勉強がわからない▽落ち着いて勉強できる場所を持っていない▽中学で平日に部活動をしていない――と答えた子の割合が高かった。市は「あくまで傾向であり、貧困と因果関係があるかどうかはわからない」としている。
　一方、自分にはよいところがあると思うか▽将来の夢や目標があるか▽がんばればいいことがあると思うか▽家族は自分を大切にしてくれていると思うか――といった質問では、統計的な差は見られなかった。
　尼崎市では生活保護の受給率（今年１月時点で４・０５％）が全国値（同１・６７％）を大きく上回る。２０１６年度の厚生労働省統計では、全国の政令指定都市・中核市で大阪市（５・３５％）、函館市（４・６３％）に次いで尼崎市（４・０６％）は３番目に受給率が高く、貧困世帯の自立支援が大きな行政課題となっている。
　今回の調査は、経済的に恵まれない家庭の子にどのような分野の支援が必要かを探るため、市こども政策課が実施した。稲村和美市長は「貧困の連鎖を防ぐという観点で、より効果的な施策につないでいきたい」と話している。
https://digital.asahi.com/articles/ASL517HHLL51PIHB041.html
・生活困難な家庭ほど「子の受診控えた経験ある」（読売新聞・5月20日）
　貧困家庭の子供の支援のあり方を検討するため、広島県と市町が実施した生活実態調査で、広島県は１８日、生活が困難な世帯ほど、子供の医療機関の受診を控えた経験があると回答していたことを明らかにした。

　子供の健康など様々な面に影響が出ているとみられ、県は今後、回答結果を詳細に分析した上で対策につなげる。

　調査は昨年７～１１月、県内の小学５年と中学２年の子供と、その保護者の計約２万６０００世帯を対象に学校を通じて無記名方式で実施。回答率は小学５年が６８％、中学２年は６３％。

　「低所得」や「家計の逼迫」、「家族旅行など子供の体験などの欠如」の三つのうち、二つ以上に該当する「生活困窮層」、いずれか一つにあたる「周辺層」、両者を合わせた「生活困難層」とそれぞれ定義。昨年１２月に公開した速報値では約４分の１が生活困難層にあたるとしていた。

　子供の健康面では、子供の医療機関の受診を控えた経験があるとしたのは、困窮層では３２～３４％に上った。理由として「多忙で医療機関に連れて行く時間がなかった」が最も多かった。

　また、支援を巡る状況でも、生活保護や児童扶養手当について「制度について全く知らなかった」とした人や、県・市町の窓口を「相談したかったが、抵抗感があった」、「相談する窓口や方法が分からなかった」と回答した人の割合も、困窮層などが高かった。

　前回の速報値から、調査途中だった三原市のデータを加えた結果、県内の困窮層は小５、中２とも９％。困難層は小学５年では２５％、中学２年では２７％だった。

　県子供未来戦略担当は「生活が困難な家庭では子供らが厳しい状況に置かれていることが改めて浮き彫りになっており、対策を検討したい」としている。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20180520-OYT1T50053.html?from=ycont_top_txt

＊性暴力
・性犯罪やＤＶ被害、４割は誰にも相談せず　警察庁調査（朝日新聞・5月17日）
　性犯罪や児童虐待など潜在化しやすい犯罪の実態を警察庁が調査したところ、初めて被害に遭った際に誰にも相談していない人が約４割に上った。警察庁が１７日発表した。自治体の相談窓口を知らない人は８割に上り、同庁はリーフレットやポスターを作って窓口の利用を呼びかける。
　調べたのは性的な被害と児童虐待、配偶者からの暴力（ＤＶ）、ストーカー、交通事故、暴力被害（殺人や傷害など）の６種類。今年１月にインターネット上で２０歳以上を対象にアンケートをし、被害を受けた経験がある本人と家族９１７人から回答を得た。
　初めて被害に遭った際に誰にも相談していない人の割合が最も多かったのは、児童虐待の７４・３％。理由を複数回答で聞くと「低年齢だったため、相談を思い至らなかった」が７３・１％を占めた。性的な被害で、誰にも相談していない人は５２・１％。「他人に知られたくなかった」などの理由が多かった。ＤＶは３２・８％が相談をしていなかった。６種類の被害全体で相談していない割合は３８・６％だった。
　警察に通報・相談しなかったと答えた人に理由を聞くと「警察に相談するほどの被害ではないと思った」がＤＶ４６・０％、ストーカー３９・４％、交通事故３５・３％の順に多かった。警察庁は「調査結果を分析し、プライバシーに配慮して被害者の支援ニーズに応じた関係機関を紹介できるようにしたい」としている。
https://www.asahi.com/articles/ASL5J3K3VL5JUTIL00Q.html?iref=comtop_latestnews_01
・性犯罪被害の実態調査へ　法務省（産経新聞・5月22日）
　強姦（ごうかん）罪を強制性交等罪に変更するなどした改正刑法の付則に基づき、法務省は性犯罪に関する施策検討に向けた実態調査ワーキンググループ（ＷＧ）を設置した。２２日の閣議後会見で上川陽子法相が明らかにした。ＷＧでは性犯罪被害の実態解明のため、被害に遭いながら警察に届けられなかった人がどの程度いるのかなどを調査し、施策検討のためのデータとする。
　調査は全国から無作為抽出した１６歳以上の男女６千人を対象に、今年度中に対面で実施する。対面調査としたのは、アンケートよりデータ収集が進むことを期待してのことだという。
　またＷＧでは、性犯罪被害者支援団体や有識者などから実態把握のためにヒアリングを行う予定。
　改正刑法は昨年施行。付則で、施行後３年を目途に性犯罪の実態に即した施策の検討をするとしている。
https://www.sankei.com/affairs/news/180522/afr1805220004-n1.html

・子ども間性暴力　報告制度なし　施設内の実態把握へ　厚労省が初の調査　三重県データ「７％が経験」（毎日新聞・5月23日）
親元で暮らせない原則１８歳未満が生活する児童養護施設などでの子ども間の性暴力について、厚生労働省が今年度、初の実態調査に乗り出す。性暴力は表面化しにくく、被害を受けた子が加害者になる「連鎖」も指摘され、問題は根深い。過去の事件を教訓に、実効性のある啓発や教育に取り組む施設もある。【藤沢美由紀】
　「上級生の部屋に呼ばれて殴ると脅され、性的なことをさせられた」「（同じ男性の）上級生からレイプなどの暴力を受け、男性への恐怖で満員電車に乗れなくなった」－－。これらは、児童養護施設の出身者から、民間団体「施設内虐待を許さない会」に寄せられた相談の一部だ。
　児童福祉法では、職員や里親らから子どもへの虐待について都道府県への報告や公表が定められているが、子ども間の暴力に関する規定はない。問題が起きれば各施設が都道府県に報告することになっているものの、公表義務もないため、全体像は分かっていない。
　そうした中、三重県が開示した資料が関係者の注目を集めた。２００８～１６年度、県内の児童養護施設などで暮らす子どもの７％に相当する年間約３０人が性暴力に関わっていたとの報告だ。性器を触られるなどの事案が１１１件あり、被害者と加害者は合わせて２７４人に上る。０８～１２年度の５１件の分析では、２歳から１９歳まですべての年齢に被害者か加害者がおり、同性間の性暴力も２０件あった。
　同会の竹中勝美事務局長は「施設では被害を受けた子が、次はより弱い立場の子への加害者となる。明らかになった数字は氷山の一角だ」と指摘する。
　この資料は、同県名張市の施設で、入所していた少年（当時１３歳）から女児（同７歳）がわいせつ行為を受けたとして、母親が県と少年らに賠償を求めた裁判の中で明らかになった。母親は長女が施設内の学習室などに呼び出され、服や下着を脱がされたり性器を触られたりしたと訴え、津地裁は１７年に少年の親に１８０万円の支払いを命じた。
　母親によると、長女は今は家で過ごしているが、つらいことを忘れようとする「解離」の症状が出ており学校にも通えていない。一方、加害少年の親は、裁判の途中で居所不明となった。少年は親の暴力で２歳から入所していたが、親は面会にも来ていなかったという。
　こうした動きを背景に、厚労省は初の調査実施を決めた。有識者らによる委員会を設け、調査の内容や手法を検討。夏～秋ごろに調査を実施し、結果について委員会から意見も聞く予定だ。担当者は「加害の捉え方は難しいが、子どもを中心に考え、慎重に調査したい」と話す。
　１審判決後の昨年９月に「みえ施設内暴力と性暴力をなくす会」を設立した母親は「性暴力への対応や予防、被害者支援のためにも実態把握が必要だ。報告義務などを法整備してほしい」と訴える。
教育、心のケアで再発防止　千葉・一宮学園、事件教訓にプログラム
　千葉県一宮町の児童養護施設「一宮学園」は、過去に起きた性暴力事件をきっかけに、再発防止へ力を入れるようになった。副施設長の山口修平さん（４０）は、園内にとどまらず、全国の他施設への研修にも年５０回ほど飛び回る。
　学園で中学生から４歳男児への性暴力が発覚したのは０７年。加害者は４人、被害者は３６人に上った。その７年前から施設で働き、当時は男子寮を担当していた山口さんは、気付けなかった自分を責めつつ、再発防止に実効性のあるプログラム作りに取り組んできた。
　現在、学園では原則年１３回の性教育を実施。繰り返すのは「全員が知っていないと被害は防げない」と考えるからだ。小学校低学年には、触られてはいけない体の部分や対処を分かりやすく示した「いいタッチわるいタッチ」をオリジナルの絵で説明。高校生には避妊やデートＤＶについて教え、卒業前には性産業の求人誌を見せて少女らが搾取される実態も伝える。
　山口さんが大人にも子どもにもよく話すのが「怒りのコップ」のたとえだ。コップはストレスの受け皿を意味する。人は適切な養育を受ける中で、感情を調整する力を育み、多少の圧力も柔軟に受け止められるようになる。だが施設に入所する子の多くは、親からの虐待などで感情調整の力が弱く、受け皿が薄いガラスのコップのようにもろい。親の離婚や転居などでストレスを抱える時にわずかなストレスが加わるだけで、コップが砕けて暴力などの問題行動として表れる。
　思春期前に、こうした怒りの仕組みを教えるとともに、自身の生い立ちを整理させて「あなたは悪くない」と伝えていくことで、ストレスへの対処法が身につくと山口さんは考える。「性暴力は『力を誇示する表現』。加害児童は傷つけられても十分な手当てを受けてこなかった子だと捉えてきちんとケアすれば、虐待は連鎖しない」
　子どもたちへの定期的な聞き取りで被害の早期発見に気を配るのも重要だ。山口さんは「どの子も安全で安心な生活を送れないといけない」と指摘する。


児童養護施設で子ども間の暴力が明らかになった主なケース
２０００年　高知県で中学生以上の男子による小学生ら５人への性的な行為が発覚
　　０３年　福岡県の弁護士が「施設の年長児が年少児を支配・服従させ、子ども同士の暴力が発生している」と人権救済を申し立て
　　０４年　施設内で少年が４人から集団暴行を受け後遺症が残った事案で名古屋地裁が愛知県に損害賠償を命じる判決
　　０８年　栃木県が「上級生から下級生へのいじめがありながら職員が対応しなかった」として県内の施設に是正改善を指導


　■ことば
児童養護施設
　虐待や親との死別などで家庭での養育が困難になったおおむね２～１８歳の子どもが暮らす福祉施設。厚生労働省によると、２０１７年時点で全国に６１５カ所あり、約２万６０００人が生活する。近年は虐待を受けていた子が増え、全体の約６割に上る。職員数は約１万７０００人。
https://mainichi.jp/articles/20180523/ddm/016/040/022000c

・「孤食」週の半分超、15％に上昇　食育白書（日経新聞・5月29日）
フォームの終わり
　政府は29日、2017年度版の食育白書を閣議決定した。全ての食事を１人で取る日が週の半分を超える人は15.3％を占め、比率が上昇したとの調査結果を紹介。単身・少人数世帯が増え、こうした「孤食」が進む可能性があり、地域や職場などで食事を共にする機会づくりが重要だと指摘した。
　誰かと食べる頻度が高いほど栄養バランスが良いといい、高齢の単身世帯の増加などに備え、地域の食事会といった活動を推進するよう促した。
　調査は17年11～12月、20歳以上を対象に実施。１日の食事全てを１人で済ます頻度を聞いたところ、「週４～５日」が4.3％、「ほとんど毎日」は11.0％だった。この質問を初めて設けた11年の調査からは比率の合計は約５ポイント上昇した。
　１人で食事を食べることについて感想を複数回答で尋ねたところ「時間や場所が合わない」が35.5％で最も高く、「一緒に食べる人がいない」が31.1％、「都合がいいため気にならない」も27.3％あった。
　また食事を共にする頻度が高いと、主食・主菜・副菜をそろえて取る頻度も高くなった。生活習慣病の予防・改善のため、果物を食べるなど食生活に気を付ける人は孤食が少ないといった傾向も出た。
　無料や低価格で食事を出し、各地に広まっている「子ども食堂」へのアンケートも示した。意識していること（複数回答）に「主食・主菜・副菜をそろえる」「旬の食材の使用」を挙げた食堂がともに７割を超え、食育面の効果を評価した。
　各地の食育に関する事例として「信州こども食堂ネットワーク」（長野）などを取り上げた。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO31079270Z20C18A5CR0000/

＊SOGI（ソギ・性的指向と性自認／Sexual Orientation＆ Gender Identity）
・性的少数者への施策、最多は横須賀市　豊島区議が調査（朝日新聞・5月8日）
　性的少数者への施策が最も多い自治体は神奈川県横須賀市であることが、同性愛を公表している石川大我・東京都豊島区議の調査でわかった。条例や計画、指針などで「性自認」「性的指向」など性的少数者施策を盛り込む全国１７８基礎自治体にアンケートを取り、回答のあった１３２自治体の施策数を数えた。
　２位の東京都世田谷区、３位の渋谷区、８位の兵庫県宝塚市など、同性カップルに結婚に準じた関係などを認める「同性パートナーシップ」制度を導入している自治体が上位１５位までに五つあった。
　最も多かった施策は「一般向け講演会・映画上映会など」で、８４自治体が実施。次いで職員向けと教員向けの研修会が７６自治体で並んだ。１７施策中７個が教育分野だった大阪府富田林市など、特定の分野に集中する自治体もみられた。
　石川氏は「理解ある議員と首長、熱心な職員、当事者などの運動のうち複数のファクターがあると施策が進みやすい」と分析。「一度研修を実施して終わりにするのではなく、様々な場面で当事者がいる状況を想像して業務にあたってほしい」と話している。（吉野太一郎）
ＬＧＢＴ施策の多い自治体（施策数）
①神奈川県横須賀市（３０）
●②東京都世田谷区（２７）
●③東京都渋谷区（２５）
④松山市（２４）
⑤東京都文京区（２３）
⑤岐阜市（２３）
⑤堺市（２３）
⑧千葉市（２２）
⑧兵庫県伊丹市（２２）
●⑧兵庫県宝塚市（２２）
●＝同性パートナーシップ制度導入
https://www.asahi.com/articles/ASL5753TKL57UTIL02H.html?iref=comtop_list_pol_n04
・10代のLGBTの子たちは何を思っているの？　先輩たちからの問いかけ（BuzzFeedJapan・5月6日）
かつての自分たちより、環境は変わっていると思っていた。でも…。瀬谷健介

10代のレズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダーら、LGBTの当事者たちは、最近、何を考えているのだろうか？

セクシュアルマイノリティの社会的認知は広がり、理解や配慮が少しずつ進んできた。

もしかしたら、昔よりもオープンにできているかもしれない。SNSが当たり前になって、孤独を感じることも少なくなっているかもしれない。

そんな思いを持って、当事者らが入る団体が、10代の子たちに話を聞いた。

座談会を開いたのは、LGBTエンタメ団体「やる気あり美」。

そのきっかけは、代表の太田尚樹さんが先日、高校で授業をする機会があったからだ。

高校生たちを前に、ゲイの当事者であると伝えたところ、想像よりもずっとポジティブに受け止められた。そんな環境にいる10代の当事者たちは、かつての自分たちよりも暮らしやすいかもしれない。そう思い、この会を企画した。

「好きになってしまって...」

集まったのは、高校2年生のナオさん（16）、いずれも大学1年生で18歳のポンさんとマチさんの3人。

ナオさんは、男性・女性どちらにも当てはまらないXジェンダーで、男性も女性も恋愛対象のバイセクシュアル。ポンさんとマチさんはレズビアンの当事者だ。

座談会は、雑談を交えながら笑い声をあげる場面もあって、和やかな雰囲気で進んでいった。

しかし、会が進むうちに、参加した10代の当事者たちの実態は、楽観視できないものだとわかってきた。

やる気あり美のメンバーで、ゲイのたんさんが「LGBTについて日常生活で話す機会がないし、話しづらい？」と聞くと、全員がうなずいた。

ポンさん：私は女子校だったけど、オープンにして良いって感じではなかった。（カミングアウトした場合の）反応はわからないけど、自分の周りにいたら無理だわって言ってる子もいました。

マチさん：（当事者は）恥ずかしくないもの、悪くないものって認識があるけど。友だちは、まだLGBTをからかいの的としていることがあります。

ポンさん：私は、当事者の友だちが全然いないんです。仲良い友だちにはしゃべって良いかなと思ったけど、好きになっちゃって言えなくなってしまった。

太田さん：わかるー！

「素の自分」でいたいのに

ナオさんは一方で、「私の学校には、カミングアウトしてる当事者の子も何人かいて、話しやすい人は多いです」と言う。

ナオさん：でも、当事者同士でも深く話せない子もいます。人としてのタイプが違うから。

太田さん：セクシュアリティが一緒でも全然違うからね。

たんさん：仲良くなれない子もいるよね。

3人は「素の自分」でいられない環境にいる。

だから、Twitterやアプリを使って、当事者同士で積極的につながろうとする。

参加者の中には、SNSや電話で話し、会ったことがある子もいた。恋愛対象として交際した経験もあるという。

ただ、誰だって知り合った人、全員と仲良くなれないように、当事者同士でも気が合う、合わないがある。

SNSの普及で、当事者と会おうと思えば、会えるようになった。けれど、友人や恋人をつくるのに、難しさがあるようだった。

親が理解してくれない辛さ

友人や知人にカミングアウトがなかなかできないという状況は、親にも当てはまる。

3人の中で、親に告げているのはナオさんだけ。そのときの体験を語ってくれた。

ナオさん：1回では理解してもらえず、2回話しました。Xジェンダーで、男でも女でもあると思ってると話すと、「小さい頃から男らしいもので遊んでたよね」って言われました。

ナオさん：でも、親は娘だから、かわいくあってほしいみたいで「かっこいいね」が良い時に、「かわいいね」って言われることがあります。「男でも女でも良いんだったら、女で良いじゃない」とも言われました。

それでも、家族と接している中で、嬉しかった瞬間があった。カミングアウトしていない姉と一緒に、トランスジェンダーが主人公の映画『アバウト・レイ 16歳の決断』を観たときだ。

LGBTに対してどう思っているか気がかりだったが、姉は「こういう決断もあるよね」と話したといい、安心したそうだ。

一方、親に告げられていないマチさんは、親の言動に辛い思いをしている。

マチさん：テレビに当事者が出たとき、父親が「良いかもしれないけど、俺は理解できないな」って感想を話すのを聞きました。「こういう人たちは何を考えてるんだ」とも言ってて、私は言えないなって思いました。

マチさん：だから、女性と付き合ったときには、親への罪悪感が生まれてしまって。親を悲しませてしまうと思って、別れてしまいました。

将来への不安

そのような現状に、3人は将来への不安を募らせる。

ポンさん：誰にも言えてないから、1人で生きていかないといけないのかなって不安があります。

そんなポンさんにとって、やる気あり美のように、当事者だとオープンしている人たちが、心の支えになっている。

ポンさんは「やる気あり美さんがいてくれて嬉しい。孤独感はそんなにないし、自分と同じ気持ちの人が他にもいるんだなって思えます」と語る。

仕事やプライベートは充実するのか、と心配する3人に、太田さんは優しく話しかける。

「確実に社会の理解は進んでいて、未来は明るいと確信しています。LGBTの当事者が働きづらい職場でいいのか、と企業内で熱く戦っている人もたくさんいる」

「だから、期待していてほしい。みんなが就活する時は、今よりももっと変わってるはずだし、ロールモデルももっと出てくるはず」

「友だちができたし、話せて良かった」

当事者として苦しい思いもしてきた、太田さんやたんさんたちだからこそ、10代の3人の気持ちに少しでも寄り添える。

親に理解してもらうのに長い時間がかかったなど、自らの経験も打ち明けながら、当事者の「先輩」として、不安をできるだけ取り除こうとする。

3人とも、同じ世代の当事者たちと友だちになりたい、先輩たちの話を聞きたいとの強い思いを持つ。ありのままの自分を出して、恋の話やたわいもない話を思う存分したいのだ。

だから、この会に参加した。

初対面だったけれど、3人は嬉しそうに連絡先を交換し、「友だちができたし、話せて良かった」と笑みをこぼす。

先輩として込み上げる思い

太田さんは「もっと時代は進んでいると思ってた。でも、10代の子たちの現状ってまだまだ厳しいなって思った」と感想を語る。

最後に次のように話すと、思いが込み上げ、頬には涙がつたっていた。

「この会に来たみたいに、一歩を踏み出すことって、確実に自分の未来を変えている。小さくても踏み出し続ける限り、未来はどんどん明るくなっていくと知ってほしい。だから、今日こうやってここに来た自分を褒めてあげてほしいです」

「話を聞いて、LGBTだからという理由で、10代の子たちの可能性が潰されない社会にしなきゃだめだなって、久しぶりに強く思った。そんなことになったら、絶対にあかんな、って。 こういう子たちが生きやすい社会になるように、少しでもできることがあればやらなあかんなって思いました」

https://www.buzzfeed.com/jp/kensukeseya/teenager-lgbt?utm_term=.nk4JekLDk#.dpdxeqZGq
・性的少数者　ＬＧＢＴ取材「知識不足」　課題を指摘（毎日新聞・5月16日）
毎日新聞アンケート
　「記者から差別用語を言われた」「トランスジェンダー男性だと伝えて取材を受けたのに、女性用トイレを案内された」ーー。メディアから取材を受けたことがある性的少数者（ＬＧＢＴなど）７０人に、毎日新聞がアンケート調査したところ、約８割の５４人が「報道の中で誤った用語の使い方や説明がされている」と感じていることが分かった。一方、「取材を受けて良かったと思ったことがあるか」という問いには９割が「ある」と回答した。同性パートナーシップ制度などをきっかけに、メディアでＬＧＢＴの問題が取り上げられる機会が増えたが、取材側の課題が明らかになった。【藤沢美由紀、中嶋真希】
　アンケートは４月、新聞、テレビ、ウェブメディアなどの取材を受けたことがある７０人にネット上で実施。年代は２０～６０代で、セクシュアリティーは同性愛が４９％で、トランスジェンダーが１９％、Ｘジェンダーが１９％、その他が２４％だった。
　取材を受けて経験したことについて複数回答で尋ねたところ、６６％が「記者が勉強不足だと感じた」と回答。「同性愛とトランスジェンダーの違いを理解してほしい」といった声があった。同性愛は「誰を好きになるか（性的指向）」、トランスジェンダーは「自分で自分の性をどう思うか（性自認）」の問題。それぞれが抱える問題や、社会に求められる対応も異なるため、違いをしっかり理解する必要がある。
　「（正式な呼称のレズビアンではなく）レズと言われた。差別用語であることを知らないのかも」「『私は（同性の）男性を好きになるなんて理解できない』と笑われた」など、取材者が差別的な発言をしていた事例も。男性として暮らすトランスジェンダーが記者が勤める会社内で取材を受けたところ、女性用トイレを案内されたという例もあった。
　「特定のイメージを押しつけられた」という回答も４６％あった。「ＬＧＢＴはかわいそうな人たちではないと説明したのに、理解してもらえなかった」「記者の考えにパズルのピースを当てはめるかのように質問された」「ＬＧＢＴの人は優秀といったポジティブな決めつけが気になった」という声があった。
　ほかに、男性として暮らしているのに「女性」として報道されるなど、「書かれた記事や番組上で、自分の性自認や性的指向が尊重されていなかった」は２６％。「自分や周囲の当事者の、顔や名前、セクシュアリティーに関する情報を、同意を得ずに報道された」は２１％だった。「許可なく写真を撮られた」「交流会の開催場所を知らせていないのに書かれた」などの事例が寄せられたが、これらは本人の許可なく周囲にセクシュアリティーを暴いてしまう「アウティング」につながる恐れもある行為だ。
　また、この５年ほどの間で目にした性的少数者に関する報道全般で違和感を覚えた点について複数回答で聞くと、「誤った用語の使い方や説明」が７７％、「先入観のある描き方」が７３％だった。
９割が「取材受けて良かった」
　記者や、原稿をチェックする管理職などに望むことについては、「ＬＧＢＴは総称。ゲイ男性をＬＧＢＴ男性と表現することで、問題があやふやになる」「複数の記者で原稿をチェックしてほしい」といった声があった。一方で、「取材を受けて良かったと思ったことはあるか」という問いには、９０％が「ある」と回答。「実態を伝えることができた」「多数の記者の方が関心を持って取り上げることで、少しずつ確実に周囲の認識も変わってきているように感じる」などの声があった。
　トランスジェンダー当事者として若者支援などの活動をしている遠藤まめたさんは、「記者自身も勉強し、当事者コミュニティーと関わることで理解を深めておく必要がある。ＬＧＢＴはこうあるべきだという思い込みが、報道のすれ違いを生んでいる」と指摘している。
ＬＧＢＴ
　性的少数者を指す「ＬＧＢＴ」は、レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェンダー（出生時の身体の性別と性自認が異なっていたり、違和感を持っていたりする人。また身体の性別とは異なる性別で生きる人、そう望む人。性同一性障害も含まれる）の頭文字から取られている。ほかに、Ｘジェンダー（身体的には男性または女性だが、そのどちらでもないと感じている人を指す）、クエスチョニング（自分のセクシュアリティーが分からなかったり、迷ったりしている人や状態）、アセクシュアル（無性愛。恋愛や性的な感情を誰に対してもあまり感じない性的指向のこと）など、多様なセクシュアリティー（性のあり方）がある。
　国際的にはＳＯＧＩ（ソジ、Ｓｅｘｕａｌ　Ｏｒｉｅｎｔａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｇｅｎｄｅｒ　Ｉｄｅｎｔｉｔｙ）という総称で、性的少数者とそれ以外の人を区別せず、性を議論する流れがある。
https://mainichi.jp/articles/20180515/k00/00m/040/033000c

・アムネスティ　ＬＧＢＴへの差別禁止の法整備を要請（毎日新聞・5月17日）　
　国際人権団体アムネスティ・インターナショナルは１７日、性的少数者（ＬＧＢＴなど）への差別を禁止する法整備について法務省に要請した。署名４万５０００筆も内閣府に提出した。
　要請は、性的指向や性自認などを理由とした差別の禁止や、同性カップルに異性間の婚姻と同じ権利を保障することなど。昨年５月からキャンペーンを開始し、１１６カ国から約４万５０００筆、うち日本から４８１５筆の署名が集まった。
　この日の記者会見には、ＬＧＢＴに関する活動に取り組む活動家らも同席。法整備に向けて取り組む団体「ＬＧＢＴ法連合会」の池田宏共同代表は「差別禁止といっても刑法で罰するのではない。日本社会では『差別はいけない』というルールが確立されていないので、法が必要」と強調した。
　ＬＧＢＴ自治体議員連盟の世話人を務める前田邦博・文京区議会議員も「『差別はいけない』と法務省は言うが、婚姻の平等性がないことが差別だ。（自治体が同性カップルなどをパートナーとして公的に認める）パートナーシップ制度は全国で広がっており、国も動かないといけない」と訴えた。
https://mainichi.jp/articles/20180518/k00/00m/040/082000c
＊SNS関連
・スマホ「子どもに悪影響」５１％…保護者調査（読売新聞・5月4日）
　スマートフォンや携帯電話を利用している東京都内の小学生から高校生の保護者の５１・２％が、子どもに睡眠不足や集中力の低下などの「悪影響がある」と感じていることが、都の調査で分かった。

　昨年の調査より１０・８ポイント増えている。都の担当者は「連休中に改めて家族でスマホの利用方法を話し合ってほしい」としている。

　調査は２月に行い、都内在住で小学４年～高校生の子どもにスマホなどを持たせている保護者１５００人に、利用状況などを尋ねた。同様の調査は、２００９年から実施している。今回の調査では、小学生の保護者の４０・４％、中学生では８３・６％、高校生では９３・６％が、子どもが「スマホを利用している」と答えた。

　「悪影響」の内容を複数回答で尋ねたところ、睡眠不足が１９・９％と最多で、視力低下が１８・７％、勉強への集中力や記憶力の低下が１５・３％と続いた。

　利用中のトラブルについては、昨年調査よりも６・５ポイント増の１６・２％が「ある」と回答した。無料アプリやメールが原因で友達とトラブルになったり、身に覚えのない料金をメールで請求されたりするケースが目立った。

　家庭内のルールについては、作っているとの回答が同１２ポイント増の７１・７％だったが、作っていない家庭も２８・３％あった。ルールの内容（複数回答可）は、利用時間の制限（３４・６％）、困ったときはすぐに保護者に相談する（３０・８％）などだった。

　携帯電話各社は、アプリの入手や起動を制限するサービスを提供しているが、こうしたサービスを利用しておらず、特段制限も設けていないとの回答は３６・１％だった。有害サイトへの接続を遮断するフィルタリングサービスについても、３４・９％が利用していないと回答した。

　時間や金額、利用するサイトを「監督できていない」との回答は５６・５％で、「できている」（３６・７％）を上回った。

http://www.yomiuri.co.jp/national/20180504-OYT1T50049.html?from=ytop_main3
・ネット依存症、予防するには　費やした時間の記録から（朝日新聞デジタル/Yahooニュース・5月5日）
　ネット依存症は、オンラインゲームやＳＮＳなどのやり過ぎを自分でコントロールできない状態だ。心身の健康悪化、遅刻や不登校、家庭内暴力などの問題が起きている場合に依存症と判断する。厚生労働省研究斑の２０１２年度の推計では、ネット依存症の恐れがある中高生は５２万人に上った。ネット依存症のうち最も多いのはオンラインゲームへの依存だ。

　世界保健機関（ＷＨＯ）は今年６月に公表する疾病分類の改訂案で初めて、ゲーム依存症を「ゲーム障害」として疾患名に入れる。

　ＷＨＯの定義は、ゲームをする時間などを自分でコントロールできず、他の関心事や日常の活動よりもゲームを選ぶほど優先度が高く、様々な問題が起きてもゲームを続けたり、より多くゲームをしたりする状態。原則としてはそういった状態が１２カ月以上続くとゲーム依存症と診断されるが、症状や問題が深刻な場合にはもっと短期間でも診断できるとしている。

　治療は、医師や臨床心理士らによるカウンセリングが主体となる。全国で初めて専門外来を開設した国立病院機構・久里浜医療センター（神奈川県横須賀市）の樋口進院長は「意志が弱いからゲームやネットをやめられないのではなく、依存症という病気。依存症の状態に陥ったら個人や家族の努力だけで治すのは困難なので、専門機関の治療を受けてほしい」と話す。

　依存症まではいかなくても、依存の恐れがある場合はどうしたらいいか。樋口院長が勧めるのは、まずは自分がどれぐらいゲームなどをしているのか実態を把握することだ。毎日、何時から何分間、ゲームやネットをしたかを記す。

　実態を把握したら、今度は「食事中はゲームをしない」「ベッドに入ったらゲームをしない」など、短時間でいいのでスマートフォンなどをいじらない時間帯を決める。次の段階で、ゲームも含めてネットをいじる上限時間を決める。

　「目標を立てる時に大切なのは、実現可能な内容にすること」と樋口院長はいう。例えば「通学中にゲームをしない」という目標を立てても、何年にもわたって通学中にゲームをしていた人が、周りにゲームをしている人が大勢いる電車の中で我慢するのは難しい。ゲームをする時間を減らす分、音楽鑑賞やスポーツなど、別の楽しみを見つけると目標を達成しやすいという。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180505-00000006-asahi-soci

・３～６歳の半数スマホ常用　保護者に「ルール決めて」（日経新聞・5月19日）
　３～６歳児の半数以上がスマートフォンやタブレットを日常的に使用している。情報セキュリティー会社カスペルスキー（東京）とＮＰ０法人「ｅ―Ｌｕｎｃｈ」（静岡）の調査でこんな実態が浮かび上がり、「ルールを作って適切に使用して」と呼び掛けている。
　昨年、就学前の０～６歳の子供がいる保護者にアンケートをした。有効回答1406のうち、３～６歳児の半数以上が「ほぼ毎日」か「週２～４回程度」、スマホなどで動画視聴やゲームをしているとの結果が出た。
　保護者の機器を利用している子供も多いとみられる。カスペルスキー社は「意図せず暴力的な映像などの有害情報に触れたり、ウイルスに感染したりする可能性もある」として、保護者にセキュリティー強化を求めている。
　調査では親の利用時間が長いと子供も長くなる傾向がみられた。保護者向けのセミナーをしているｅ―Ｌｕｎｃｈの松田直子理事長は「親子で話し合ってルールを作ってほしい。子供が一人で使用している時は『何してるの』と声を掛けるのも大切だ」と話している。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO30728900Z10C18A5000000/
・自殺　ＳＮＳ相談体制が急務　犯罪に巻き込まれるケースも（毎日新聞・5月31日）
　長崎港（長崎市深堀町）の海中から引き揚げられた乗用車から今月１０日、佐賀県内の女子高校生（１７）と熊本県内の無職男性（２７）が遺体で発見された。自殺とみられる。佐賀県警などによると、２人はソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）で「自殺」をキーワードに検索し知り合っていた。自殺のリスクがある書き込みに対応するため、国などはＳＮＳを使った相談体制を強化している。【今野悠貴】
　佐賀県警によると、生徒は昨年８月下旬、「今までありがとう」と自殺をほのめかすメモを自宅に残して失踪した。生徒の携帯電話を解析したところ、男性とは失踪前の昨夏、ＳＮＳ上で「自殺」の文言でやり取りをしていた。２人には自殺願望があったとみられ、長崎県警は２人が一緒に自殺を図ったとみているが、死亡時期や、死因などは分かっていない。
　ネット上の掲示板を介し、自殺願望のある人たちが連れだって命を絶つケースは２０００年代から問題になっている。若者の間で急速に浸透したＳＮＳでも同様で、今年１月には、北海道・大雪山系旭岳（２２９１メートル）にＳＮＳで知り合った道外の１０代女性と２０代男性が冬山登山の装備をせず入山し男性が死亡した。道警の調べに女性は「自殺目的だった」と話したという。
　犯罪に巻き込まれるケースもある。昨年１０月に神奈川県座間市のアパートで９人の遺体が見つかった事件では、ツイッターで自殺をほのめかしていた若者が被害に遭った。また先月は「殺してほしい」とツイッターに投稿した京都府内の女子高校生を誘い出し誘拐したとして４０代の男性が未成年者誘拐の容疑で同府警に逮捕された（その後不起訴処分）。
　自殺などのリスクを抱えた若者の相談機会を確保しようと厚生労働省は今年３月、ラインやツイッターで相談を受け付ける民間の１３団体を助成する事業を実施。相談件数は１カ月で延べ１万件を超え、相談者の約８割が１０～２０代だった。今年度も６団体で実施している。長野県は昨年９月の２週間、ラインで悩み相談を受け付けた。３９０人５４７件の相談があり、県教委の電話窓口の年間相談者数の２倍超に上った。
　九州・山口では、鹿児島県と熊本市が、夏休み明けの９月をめどにラインなどの相談窓口を開設する予定。大分県も数年以内の実施を検討している。メールの相談を２４時間態勢で受け付けている長崎県は「文字だけのやりとりに不安はあるが、ＳＮＳは若年層になじみやすい」として、他自治体の状況を見守る方針だ。
　ＳＮＳを使ったカウンセリングに詳しい京都大の杉原保史教授（臨床心理学）は「ＳＮＳのように匿名性が高いと自己開示も増える。（ＳＮＳの相談は）従来の方法を補完するもので、ＳＮＳでしか相談できない子どもがいることにも目を向けるべきだ」と指摘している。
https://mainichi.jp/articles/20180531/k00/00e/040/220000c
＊その他
・日本が性教育の「後進国」になりつつあるのをご存じですか（現代ビジネス・5月2日）
中学校で「性交」の語は使用禁止？
染矢 明日香　NPO法人ピルコン理事長
説明すること事態が不適切？
2018年3月、東京都内のある区立中学校で行われた性教育の授業が不適切だとして、自民党の古賀俊昭都議が都議会で質問し、それを受けて都教育委員会は、関係者への調査・指導を進めるという答弁を行いました。
では「問題」とされた、その授業は、どのようなものだったのでしょうか。
それは、中学3年生を対象に、「思いがけない妊娠をしないためには、産み育てられる状況になるまで性交を避けること」とした上で、避妊について伝えたものでした。授業の事前アンケートでは、「高校生になったらセックスしてもよい」と答えた生徒が44％いたことをふまえ、高校生になると中絶件数が急増する現実や、コンドームは性感染症を防ぐためには有効だが、避妊率では9割を切ることなどを取り上げたと言います。
その中学校がある地域では、10代での思いがけない妊娠・出産や、そこからつらなる貧困の連鎖も目の前の現実として悩みの種になっており、高校に進学しても、すぐに中退してしまうケースなどもあったことから、生徒と保護者のニーズに応じて、この授業を実施したものだったといいます。
しかし、都教育委員会では、この授業について、「性交」「避妊」「人工妊娠中絶」といった言葉を使って、こうした内容を説明した点が 「中学生の発達段階に合わない」 とし、課題があったと指摘しています。
つまり、これらの言葉が「中学校の保健体育の指導内容を定めた、国の学習指導要領にない」という理由で、「中学生の発達段階に合わない」というのです。
また、「学習要領を超える内容は事前に保護者全員に説明し、保護者の理解・了解を得た生徒を対象に個別やグループ指導を実施すべき」であるとして、すべての区市町村の教育委員会に「再発防止」を周知する、ともしています。
いかがでしょうか。みなさんは、この授業を「不適切」だと感じますか？
困っているのは子どもたち、という現状
筆者は、性の健康教育についての講演や勉強会、情報発信を行う非営利団体・NPOピルコンの代表です。
外部講師として依頼を受け、中学校でも性教育講演をさせていただくこともあるのですが、実際、学校側から「性交」「避妊」という言葉を使わないように、とリクエストを受けることもあります。その場合は、「性交」ではなく、中学校の保健体育の教科書にも載っている「性的接触」という言葉を使うのですが、「性的接触は避けよう」とだけ伝え、具体的な避妊方法は扱わないことで、子どもたちが将来、思いがけない妊娠や性感染症を防げるか、不安に思うこともあります。
というのも、中絶を経験した女性の避妊の状況を調べた調査（2007～2008年度厚労科研、876名の中絶患者への調査）では、その約半数が「避妊をしていた」と答えている実態があるからです。なぜ避妊をしたつもりなのに、思いがけない妊娠に至ったかといえば、膣外射精を避妊法として使ったり、コンドームを使用したけれど、その使い方が間違っていた、という事例が少なくありません。
私自身も、講演依頼を受けた高校の生徒を対象に、性の知識を問うアンケートを行ったところ、「膣外射精は有効な避妊法である」（答え：×）、「月経中や安全日の性交なら妊娠しない」（答え：×）などの避妊についての質問の正答率は3割程度にとどまりました。
ピルコンが行っているメール相談では、「生理がきません。まだ高校生で妊娠していないか不安です。将来の夢もあるので学校を辞めるわけにもいきませんが、だれにも相談できません」といった妊娠不安の相談は、日々届きます。「正しい性の知識がないために子ども・若者たちが困っている」という現状をまざまざと感じているのです。

「バッシング」で劇的に後退した日本の性教育
では、日本の性教育の課題はどのようなところにあるのでしょうか。それは現在に至るまでの、性教育を取り巻く歴史から、垣間見えてきます。
日本の性教育の歴史を振り返ると、1980年代のエイズ・パニックをきっかけとして、若者に性の知識を教えなければならないという意見が強まり、1990年代になって「性教育ブーム」が起こりました。
1992年は「性教育元年」とも呼ばれ、学習指導要領が改訂・施行されて、小学校段階から「性」を本格的に教えるようになりました。また、教育現場では性教育の研究授業が盛んにおこなわれました。子どもや保護者の要請も受けて、現場でさまざまな工夫がなされ、発展し始めた日本の性教育ですが、2000年代初めに状況は一変します。
「性教育バッシング」が湧き起こり、日本の性教育の発展はストップし、萎縮してしまったのです。そのきっかけとなったのは2003年、都立七生養護学校（現・七生特別支援学校）で行われていた性教育を、冒頭で触れた古賀俊昭都議ら一部保守系の都議が中心となって問題だと指弾し、メディアも「過激な性教育」とセンセーショナルに取り上げた結果、七生養護学校に関わる教育関係者が都の教育委員会によって処分され、その後も性教育バッシングが続く状況になってしまったのです。
翌2004年、都教育委員会は「性教育の手引き」を改訂し、小・中・高いずれの学習指導要領でも、そもそも「性交」は、子どもに理解させることは困難であるからとして、授業で示すことさえせず、中学校の保健体育でもコンドームの装着の方法を取り上げないなどと強調しました。さらに、このバッシングを受けた動きは国レベルにまで広がり、文科省の定める学習指導要領でも都教委の「手引き」同様、中学校で「性交」「セックス」は扱わないことになり、中学校保健体育の教科書では、「性交」ではなく「性的接触」という言葉を使うこととなったのです。
（Photo by iStock）
その一方で、ことの発端となった七生養護学校へのバッシングを主導した古賀都議ほか計3名の都議、および都教育委員会は「教育の自主性を阻害」するなど「不当な支配」を行ったと裁判所に認定され、原告である教員らに賠償金を支払うこととする判決が確定しています（2009年東京地裁判決、のち東京高裁。2013年、最高裁で教員らの実質的な勝訴が確定）。
さらに、その裁判の過程で、「学習指導要領は、おおよその教育内容を定めた大綱的基準であり、記載されていない内容を子どもたちに教えることが、ただちに違法とはならない」という点が確認されたのです。
ところが、その事件にかかわった、まさに同じ都議と都教育委員会が、2018年の今、中学校における性教育に、またしても「学習指導要領にない」と言って「待った」をかけていることには、驚きを禁じえません（なお、都教育委員会の『性教育の手引き』は、2004年以来、一度も改訂されていません）。
結論：「性教育が『寝た子を起こす』ことはない」
性教育で具体的な内容を教えることを拒絶する人々は、どのような理由で、そうした教育を問題視するのでしょうか。日本では、よくその理由として、「性教育によって子どもたちが性的な関心を増したり、性行動が早まるのでは」という「寝た子を起こす」という現象がある、という主張がなされます。
当然ながら、こうした懸念は、日本でだけ指摘されてきたものではありません。そこで、ユネスコ（国連教育科学文化機関）は、実際、「寝た子を起こす」現象が起こるのかという点について、WHO（世界保健機関）などとも連携しながら、世界中の性教育の調査を行っています。その結果、「包括的な性教育」は、若年層の性行動を早めることはないばかりか、性行動をより慎重化させると結論付けられたのです。
「包括的な性教育」とは、性をセックスや出産のことだけでなく、性を通して人との関わり方や相手の立場を考えることも含めた性教育です。
包括的性教育では、科学的に正確な情報を幼少期から文化・年齢に応じて与えながら、子どもたち自身が考え、また様々な考え方にふれることが重要なポイントとされています。具体的には、
・社会の中で、どのように自分の性・ジェンダーのあり方を選ぶのか
・自分がいつ、だれと性行為を持つか、どのような避妊法を使うか
・いつ子どもをもち、どのような家族をもつか
・自分と相手を大切にするためにはどうしたらよいのか
など、子ども・若者が自分で考えて決められる力を育むことが目的とされています。性を肯定的にとらえること、そして必ずしも一つの正解があるわけではなく、多様なあり方が存在することを前提とするという考え方に基づくものです。
2009年、ユネスコは、効果的な性教育の指針として『国際セクシュアリティ教育ガイダンス』（http://unesdoc.unesco.org/images/0018/001832/183281e.pdf）を発表。2017年には、日本の性教育研究者により日本語訳（http://www.akashi.co.jp/book/b297731.html）も出版されました。欧米だけではなく、韓国、台湾、中国といった東アジアの国々でも、この『国際セクシュアリティ教育ガイダンス』が求める包括的な性教育に向けて、性教育の制度的基盤を整えつつあるといいます。
ところが、日本の文科省は（いえ、ほとんど日本の文科省「だけは」と言ってもいいでしょう）、いまだに性教育を積極的に推進する姿勢を示していません。一般的に、日本は高い教育水準にあると言われますが、こと性教育に関しては「最後進国」として世界に取り残されつつある状況だと言っても過言ではありません。
性教育とは逆に進む「性情報の日常化」
日本の子ども・若者たちが、正しい性の情報を与えられず、避妊などの知識も定着していない一方で、若者が触れる性情報の情報源を調査してみると、「友人」「インターネット」からの情報が多くを占めており、しかもインターネットの割合は年々増加しています。（日本性教育協会編『「若者の性」白書　第７回　青少年の性行動全国調査報告』（2013年）より）。
私自身も、中学校の生徒たちから、「SNSを使っていたらHなマンガの広告が出てきた」「友達同士のLINEグループでエロサイトのURLが送られてきた」といった声もよく聞きます。たとえ授業で「性交」「避妊」という言葉を使わなかったとしても、インターネットやスマートフォンが普及した今、中学生でも簡単に性情報を目にしたり、調べることができるのです。積極的に性への関心を持っていない子でも、自分が意図しないところで性情報に触れてしまったり、性的な関心を向けられることもあるでしょう。SNSを通した10代の性被害も年々増加しています。
「性教育で『性交』という言葉を使うと、寝た子を起こす」などという主張は、現実を見れば、ほとんどあり得ないものです。
(Photo by iStock)
刑法では、「性行為に同意する能力がある」とみなされる年齢（性的同意年齢）は、13歳とされています。それならば、性行為の仕組みや影響について伝えるのも、同じ13歳頃からというのが、大人の側の責任であるように思わざるを得ません。
子どもたちが不正確なネットの情報を信じ込んだり、フィクションとして作られたAVを、リアルな性の手本と思い込んで学んでしまう前に、性行為がもたらすリスクや、その防ぎ方、性行為における同意の重要性や、パートナーとの対等な関係性を学ぶ機会が必要ではないのでしょうか。「AVを教科書にするな」「それは間違っている」とだけ大人が言ったとしても、では何が正しいのかを示さないのであれば、結局、誤った知識だけが子どもたちの中に吸収されていってしまいます。
読者の中には、「この筆者は、こんな当たり前のことを、なぜ今取り立てて主張しているのか」「正しい性の知識が必要なことなんて、当然じゃないのか」と思われた方も多いでしょう。実際、日本家族計画協会が2014年に実施した第7回「男女の生活と意識に関する調査」（有効回答数 1134 人、16歳～49歳男女対象）では、「性に関する事柄で15歳までに知るべきこと」として、「セックス（性交渉）」（71.9%）、「避妊」（60.7%）、「人工妊娠中絶」（74.0%）が多くの声を集めており、中学段階で性交について扱うことへの反対派はマジョリティではないようです。
しかし、現在の日本の性教育は、多くの人々の意識とは乖離した状況にあるのです。読者は、ご自身の感覚に照らして、どう感じるでしょうか？　自分の子どもが、中学校を卒業してなお、一度も「性交」という言葉を使って「避妊」の具体的な方法について習うこともなく、この現代の情報化社会に放り出されるとしたら、それは「素晴らしいこと」だと思いますか。それとも「恐ろしいこと」だと思いますか。
日本の性教育をアップグレードしよう
筆者が行っている性教育講演では、初めは恥ずかしがってニヤニヤしたり、そわそわしている中高生たちも、私が経験談を語り、性が人生に関わる大切なことだと伝える中で、次第に真剣な表情に変わっていきます。
子どもたちの知識は飛躍的に上がり、「聞けて良かった」という感想が9割近くにのぼっています。「知ることができてよかった」「もっと正しい知識を身に着けたい」という声が多く挙がります。子どもたち自身の中に、ニーズはあるのです。
また、地域が立ち上がった、自治体単位での性教育の成功事例もあります。秋田県では、県教育委員会と医師会が連携し、中高生向けの性教育を行った結果、それまで大きく全国平均を上回っていた10代の中絶率が、10年で大幅に下がりました。このような地域での成功事例から学び、もっと広げていく動きも必要でしょう。
「性教育は家庭でするべき」という考えもありますが、現実には、家庭環境に難しさがあったり、親に経済的・精神的な余裕がない家庭の子どもほど、家庭での居場所のなさなどから、より性のトラブルに巻き込まれやすい状況もあります。家庭環境に左右されず、義務教育課程の中で、すべての子どもが性について正しく学べる権利を保障することが大切だと思います。
子どもたちを守るために必要なのは、「性」を遠ざけることではなく、適切に性についての正しい知識を学ぶ機会です。2018年に再び湧き起こった「性教育バッシング」に直面した今こそ、私たち一般市民の側から、時代の流れや、10代の若者の実態に即した、本当に意味のある性教育を求めて、声を上げていくときではないでしょうか。
http://gendai.ismedia.jp/articles/-/55432
・社説［高校生の妊娠・出産］学校や行政の支援急げ（沖縄タイムス／Yahooニュース･5月4日）
　県内の公立高校が、2015年度と16年度に妊娠や出産を把握した女子高校生は159人で、そのうち14％に当たる22人が自主退学していたことが分かった。

　調査は17年、文部科学省が全国の公立高校に対し初めて実施した。全国では妊娠・出産した女子生徒2098人のうち、32人が学校の勧告を受けて退学（県内ゼロ）し、自主退学は全体の30％に当たる642人に上った。県内女子生徒の妊娠・出産による学業の中断は、他県に比べて少ないと言える。

　一方、産前産後を除き継続して通学した女子生徒は県内26％で、全国の37％に比べ10ポイント以上も少なかった。県内の妊娠・出産を理由にした進路変更で最多は転学の4割（全国8％）で、妊娠・出産が女子生徒の学業に大きな影響を与えていることが分かる。

　妊娠・出産と学業の両立は可能だが、それには病院との連携や託児所の設置・紹介など、学校での支援体制が欠かせない。妊娠・出産を理由に多くの女子生徒が、何らかの進路変更を余儀なくされている実態からは、そうした支援の不十分さが浮かび上がる。

　妊娠には男性の存在が不可欠で、男子高校生が関わっている可能性もある。女子生徒だけ不利益を被るような学校の在り方は、教育の機会を奪うに等しい。

　調査結果を受け文科省は、全国の教育委員会に対し安易に退学勧告をしないよう通知。妊娠した女子生徒には、体育の授業で実技の代わりに見学を認めることや、すでに退学した生徒については実家に進路状況を問い合わせることなどを求めている。

■　■
　妊娠・出産に関しては市町村の保健指導や育児支援があるが、望まない妊娠や予期せぬ妊娠で周囲から孤立している高校生はじめ10代女性には届きにくい。

　全国の児童虐待による死亡例のうち出産した日に死亡する「0日死亡」は、03年7月1日～16年3月末までに34例あり、加害者として最も多い母親の年齢は10代（28％）だった。

　新生児の遺体を遺棄したとして、千葉県警が沖縄の無職の少女（16）と、交際相手だった千葉市の少年（17）を死体遺棄容疑で逮捕した事件は記憶に新しい。少女が今年4月、沖縄県内で知人に「千葉で赤ちゃんを産んだ。死んでいたので遺体を隠した」と話し事件が発覚したという。

　15年には沖縄本島中部で生後間もない女児が置き去りにされ、中学3年生の女子生徒が逮捕された。

　相次ぐ事件からは「誰にも相談できない」少女たちの苦しみが伝わる。

■　■
　内閣府は、沖縄子供の貧困緊急対策事業の一環で、新たに若年妊産婦に特化した居場所事業の検討を始めた。運営自治体の一つとして沖縄市が名乗りを上げている。

　支援事業の充実はもちろんだが、重要なのはいかにして一人一人に届けるかだ。相談を待つだけで母子を救えないことは、これまでの事例が示している。学校との連携など当事者に寄り添った対応が求められる。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180504-00246898-okinawat-oki

・社説［子どもの権利保障］真っすぐ生きるために（沖縄タイムス・5月5日）
　昨秋出版された「沖縄子どもの貧困白書」（かもがわ出版）の冒頭、児童養護施設で育った金城さや佳さんが、こう記している。

　私たちは望んで子どもの貧困の当事者になったわけではありません。私たちにもみなさんと同じように、親に愛され、日々の生活の知恵を得ながら、好きなことを望み、経験する権利はあるはずです。

　足りなかった経験や愛情を自分のせいにする必要はありません。ましてや、「感謝」する必要もありません。

　守られるべき権利や経験が守られていない、と声を大きく発信できる社会であるべきだと、私は思います。

　金城さんは、求めに応じて当事者としてのストーリーを語ることに、次第に違和感を覚えるようになったという。家庭環境の厳しさや施設暮らしのつらさを乗り越え、周りに支えられ、立派な社会人になったと、社会への感謝をつづることへの違和感だ。

　「子どもの権利」という考え方は、１９２４年、国際連盟で採択された「子どもの権利に関するジュネーブ宣言」に始まる。宣言は第１次世界大戦で多くの子どもが犠牲になったことの反省にたったもので、第２次大戦後の５９年に国際連合はあらためて「子どもの権利宣言」を採択する。

　宣言からさらに踏み込んだ国際的な約束として「子どもの権利条約」が８９年、国連で採択された。子どもを保護の対象でなく権利を持つ主体ととらえた画期的な条約である。

■　　　　■

　難しい条約文を子どもにも分かるように訳した「子どもによる子どものための『子どもの権利条約』」（小学館）は、「まっすぐに生きるために、大人に対して、ぼくは言う」で始まる。

　「育つ権利」などが盛り込まれた条約は、社会が子どもの最善の利益を主軸に行動するよう規定し、その実現を義務付けている。

　日本が条約に批准したのは９４年。採択から５年の年月を費やしたのは、社会に子どもの権利を守る意識が乏しかったからだ。

　経済協力開発機構加盟国の中で、日本の教育機関への公的支出が最低水準にあることはよく知られている。

　教育に関する親負担の強調が、経済的に厳しいひとり親家庭や高校卒業と同時に自立を迫られる児童養護施設の子どもたちを窮地に追い込んでいったのである。

　子どもに最善の利益を保障する取り組みの弱さは、家族依存型の社会構造とも深くつながっている。　

■　　　　■

　「こどもの日」のきょうから児童福祉週間が始まる。

　子どもを「社会の宝」と位置付ける週間の目的は、未来の担い手を育てることであり、成長を社会全体で支え合うことでもある。

　子どもの権利は、憲法や児童憲章にも規定されている。　誰もが希望をもって未来の担い手になるために、貧困や虐待、いじめ、差別などから子どもを守る権利保障の精神を広く行き渡らせねばならない。

http://www.okinawatimes.co.jp/articles/-/247110
・保育の質、基準議論へ　保育士数や部屋の広さ、緩和も（朝日新聞・5月4日）
　厚生労働省は、保育の質を議論する有識者会議を５月中にも立ち上げる方針を固めた。ひとりの保育士が受け持つ子どもの数や、必要な部屋の広さなどの最低基準も取り上げる見通し。議論次第では、今より少ない保育士数や狭い面積など基準を引き下げる方向に進む可能性もある。
　認可保育園の保育の質は、保育士配置や面積に関する国の最低基準（例えば０歳児３人につき保育士１人、はいはいする０歳児は３・３平方メートル確保）などで担保されてきた、というのが国の立場だ。
　実際には、多くの自治体が「手が足りない」「狭い」といった理由で、国の基準に上乗せしてきた。一方、国は待機児童解消のため、国の基準通りとすることで、受け入れ数を増やすよう求めてきた。
　今回の会議は、３月の衆院厚労委員会での質疑がきっかけとなった。現行基準の緩和を主張する日本維新の会の議員が、自治体の上乗せ基準について「最低基準でやっている保育園の子どもと、どれぐらい育ちに影響するか、詳細なデータがほとんど取られていない」と述べ、保育の質を具体的に議論するよう提起。これを受け、加藤勝信厚労相は議論の場を設ける意向を示していた。
　会議では学識経験者らが、海外の先進事例との比較や保育関係者に聞き取りをすることなどを検討している。国の「保育所保育指針」や、処遇改善につながる保育士のキャリアアップ研修も議論する予定。
https://www.asahi.com/articles/ASL5171ZQL51UTFK01C.html?iref=comtop_list_edu_n03
・一生懸命な親ほど子どもを傷つけてしまう行為「マルトリートメント」とは？（文春オンライン/Yahooニュース・5月6日）
　暴言や体罰など、明らかな虐待のみならず、日常、どの家庭にも存在する子どもを傷つける行為が、強度と頻度を増したとき、子どもの脳は物理的なダメージを負うのだという。「マルトリートメント（不適切な養育）」と呼ばれる振る舞いの恐ろしさに、静かに警鐘を鳴らした新書が話題だ。

「『脳科学の視点から子どもの健全な発達を見つめ直す』という研究を紹介していますが、高校生でも読める内容になっています。子育てに対する一生懸命さが空回りして、マルトリートメントをしてしまう可能性は、どんな親にでもあります。ですから本書では、ひとりの母親として、読者と同じ目線に立って書いてくださるよう、著者にお願いしました」（担当編集者の祝尚子さん）

　親子関係をテーマにした本の読者は通常女性が中心だそう。しかし本書は男性読者にもリーチしている。

「NHK出版新書のメインターゲットは40代から60代の男性です。『マルトリートメントで傷つく子どもをなくしたい』という著者のメッセージを、女性だけでなく男性にも届けるべく、あえて新書として刊行しました。親御さんだけでなく、児童福祉や医療に関係する職業の方からも予想以上の反響をいただいています」（祝さん）

　マルトリートメントは親だけの問題ではなく、広く社会で考えられるべき。そんな本書の視点が、多くの読者に響くのかもしれない。
https://headlines.yahoo.co.jp/article?a=20180506-00007110-bunshun-life
・全国初、明石市が里親休暇制度　市職員対象、７月施行目指す（神戸新聞ＮＥＸＴ・5月8日）
　兵庫県明石市が、市職員を対象とした「里親休暇制度」を導入する方針を固めたことが７日、分かった。年５日間の休暇のほか、里親認定のための研修を勤務時間内に受けられる特例も設ける。今年４月に中核市に移行した同市は来春の児童相談所開設に向け、親元で暮らせない市内の未就学児の里親委託率１００％を目指しており、休暇制度を里親制度の普及につなげるのが狙い。市によると、こうした取り組みは全国初という。

　６月市議会に関連条例の改正案を提出し、７月の施行を目指す。

　厚生労働省によると、家庭での養育が困難になった全国の子どものうち、里親家庭で暮らすのは１８・３％、児童養護施設などで暮らすのは８１・７％（２０１７年３月時点）。日本の里親委託率は、オーストラリアや米国の８～９割など先進各国と比べ、極めて低い。

　明石市はかねて里親の普及に力を入れており、１７年度には、家庭的な配慮が必要な子を自宅に招いた際の食事や宿泊費を支給する「体験里親制度」を始めた。

　休暇制度は、従来のボランティア休暇（年５日間）の対象を広げる形で導入する。職員が取り組みやすいよう、主に「季節里親」を想定。年末年始や夏休みと組み合わせ、休暇中も児童養護施設で過ごす子どもに寄り添う時間を確保する。

　一方、里親になるには、ボランティア里親で最低２回、法的な里親で約１０回の研修が必要。平日開催が多いため、勤務日にも参加できるようにする。活用状況によっては有給休暇日数の拡大も検討する。泉房穂市長は「気に掛けてくれる大人がいれば、子どもは温かい気持ちになれる。まずは職員が率先し、市民に続いてもらいたい」とする。

　家庭養護促進協会（神戸市）の橋本明事務局長（７４）は「施設で暮らす子どもにとって、短期間でも家庭や地域で育った経験は、その後の成長にも重要」と歓迎する。（藤井伸哉）

【里親制度】親の死亡や病気、虐待などで、家庭での養育が困難な子どもを里親が育てる制度。子どもが１８歳になるか元の家庭に戻るまで育てる「養育里親」など４種類があり、都道府県知事らが認定する。法の制度とは別に、児童養護施設などで過ごし、親らとの面会が少ない子どもを一定期間預かる「ボランティア里親」がある。正月や夏休みに養育する「季節里親」と月１、２回の「週末里親」に大別される。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180508-00000001-kobenext-l28
・形骸化する「こども110番の家」、3年で15万カ所減　立て直しに奔走する学校関係者（弁護士ドットコム／Yahooニュース・5月13日）
危険な目にあった子どもたちの駆け込み寺として、各家庭や商店などが協力している「こども110番の家」（「こども」は地域によって表記が異なる）。1997年の神戸連続児童殺傷事件などをきっかけに拡大したが、近年は減少傾向にある。

警察庁によると、2013年末で全国191万5000カ所あったが、2016年末には176万6000カ所まで減った。人口減少や学校の統廃合に伴う通学路の見直しなどで、更新されないケースがあるようだ（更新期間は各自治体が判断）。また、一度も利用されないことがほとんどで、形骸化も指摘されている。

警察白書（平成29年版）によると、13歳未満の子どもが被害者になる犯罪件数は10年間で半減し、2016年は1万7252件だった。しかし、殺人や強姦、暴行・傷害などの件数には大きな変化がなく、増えているものもある。子どもの安全を守るため、学校関係者らが、「こども110番の家」の立て直しに取り組んでいる。【編集部・園田昌也】

●PTAが更新を依頼　新規協力の目標値も

小学生の子どもがいる東京都北区の女性は、現在PTAの仕事でこども110番の家の更新を担当している。警察もサポートはするが、子ども110番の家の運用は、自治体や学校が中心になって行う。

「うちは1年更新。リストの住所を回って、『今年もお願いします』と新しいシンボルプレートを渡すんです。新規の目標数もあるのですが、（協力を）断る人は断りますね」

更新や新規の協力を依頼するプリントは、PTA会長と校長の連名。「子どもを落ち着かせ、何があったのか、ゆっくり聞く」「子どもを一人で帰さない」などの対応要領が書かれている。プレートがあるだけでも犯罪抑止につながるとも。

このエリアでは、2017年度のこども110番の家の利用報告はゼロ。それだけに、更新作業は形骸化を防ぐ上で重要だ。

一方で、小学生の子どもを持つ港区の女性は、「学校やPTAから協力要請のプリントなどを配られたことはないですね。ただ、学童クラブ近くの登録先には毎年、子どもたちが挨拶に行っています。登録しているのは、ほとんどがコンビニやスーパーなど店舗のようです」と話す。同じ都内でも、地域色があるようだ。

●ITを活用し、子どもたちに「子ども110番」を知ってもらう

「学校には、子ども110番の家のリストがあるんですが、実際にどういう人が住んでいるのかは教員も分かっていませんでした。当然、子どもたちも知らない。形骸化している感じはありました」

そう語るのは、千葉県成田市の向台小学校（斎藤多賀子校長）の教諭・黒田智哉さん。向台小は、文科省の防災教育のモデル校として昨年、総合的な学習の一環で、科学警察研究所（科警研）が開発した防犯学習ソフト「聞き書きマップ」を使った授業を展開した。

聞き書きマップは、（1）GPS発信機、（2）デジタルカメラ、（3）レコーダーの情報を同期し、マッピングする仕組みで、児童たちが街中で写真を撮り、音声で状況を説明することで、地域の防犯マップが手軽に作れる。

授業では、5年生が子ども110番の家を訪問し、住人にインタビュー。完成したマップは校内に掲示し、児童たちに周知した。

「子ども110番の家は、使われないのが一番ですが、いざというとき、どんな人が住んでいるかを知っていると安心感が違うと思います。協力者の方たちからも好評で、地域の連携も深まりました」

黒田さんによると、今年は3年生で実施する予定だという。聞き書きマップは2017年、衛星活用技術を使ったアイデアを表彰する「ガリレオ・マスター2017・GNSSアジア・チャレンジ賞」で2位に入っており、向台小の取り組みも先進事例として注目されている。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20180513-00007875-bengocom-soci
・現場付近の通学路、見守り不在　要員減少に危機感（朝日新聞・5月13日）
　新潟市西区の小学２年、大桃珠生（たまき）さん（７）が殺害されて線路に遺棄された事件で、大桃さんが下校時に通ったとみられる付近は、地域の人たちによる見守りが不在のところだった。
　地域で子どもたちを見守る取り組みはいま、どうなっているのか。
　「おはよう」「きょうは１人なの？」。１１日午前７時半すぎ、大桃さんが通っていた新潟市西区の小針小学校近くの交差点では、黄色の帽子とジャンパー姿の人たちが、登校する児童に笑顔で声をかけていた。登校に付き添う保護者にも「この道は警察官もいて、安心だよ」と助言した。
　声をかけていたのは約１０年前から登下校を見守る「小針こどもセーフティスタッフ」のメンバーで、現在は十数人で通学路に立つ。同小５年の女児の母親は「いつも子どもたちを見守ってくれる心強い存在」と話す。
　一方で、下校時は学年によって時間に幅があるため、立つメンバーが３人ほどのことも。事件当日、下校途中の大桃さんが１人で通ったとみられる踏切付近は、２、３年前から見守りが不在だという。メンバーの７０代男性は「年々人が減り、埋められなかった場所。私もそろそろ引退。若い人は仕事があるし……」と話す。事件を受け、大桃さんの自宅がある東小針自治会では、見守り活動への参加を住人に呼びかけたが、役員の千田芳資（よしじ）さん（６３）は「幅広く子どもたちを見守るには人数が足りない」と危機感を募らす。
ボランティア担い手、育成が課題
　全国的に「子どもを守る」機運が盛り上がる契機となったのは、２００５年に広島市と栃木県今市市（現日光市）で下校途中の小１女児が相次いで殺害された事件だった。
　文部科学省によると、保護者やボランティアが登下校に同伴する小学校は０５年度は４０・０％（８９８９校）だったが、１５年度は「見守り」を含め８９・４％（１万７８９５校）。地域ぐるみでの取り組みが進む。
　しかし「メンバーの高齢化で活動の継続が難しい地域もあり、担い手の育成が課題」（文科省の担当者）。同省はボランティアの養成のため、講習会を年間９００回から今年度は１・５倍に増やす計画だ。
　立正大学の小宮信夫教授（犯罪学）は「メンバーが限られる中、地域をただ漫然と巡回するのではなく、人目が少ない通学路など犯罪者が好む場所を重点的に見守る『ホットスポットパトロール』が効果的だ。人ではなく、場所を見守るという発想の転換が必要だ」と話す。
https://www.asahi.com/articles/ASL5C436FL5CUTIL016.html?iref=comtop_list_edu_n02
・「ホットスポット巡回」で子供守れ　危険エリア重点化 （日経新聞・5月17日）
　新潟市で起きた小２女児殺害事件は、登下校中の児童を犯罪から守る難しさを改めて示した。見守り活動に取り組む地域は増えているが、限られた人数で校区全域に目を光らせるのは困難だ。そうした中、注目を集めているのが「ホットスポット・パトロール」。事件が起きそうな場所を重点的に見回り、犯罪の抑止につなげる試みが広がりつつある。
「湘南大庭地区防犯協会」は下校中の小学生に積極的に声かけする（15日、神奈川県藤沢市）
　「お帰りなさい。気をつけて帰るんだよ」。15日午後３時すぎ、神奈川県藤沢市の「湘南大庭地区防犯協会」の柳沢知子会長（65）らは防犯パトロール用の「青パト」の車内から下校中の小学生に笑顔で声をかけた。
　この日は住宅街の中でも樹木が多く視界が遮られる公園や、過去に不審者情報が寄せられた用水路周辺などを中心に回った。安全な地域でも、時間帯や季節によって危険な場所になり得る。不審者を見つけると10分ほど停車し、監視していることをアピールする。
　藤沢市がホットスポット・パトロールを導入したのは2011年。年１回、立正大の小宮信夫教授（犯罪学）を招き、住民でつくる防犯協会向けに研修会を開催。危険な場所を歩いて回り、犯罪が起きやすい場所を学ぶ実習も続けてきた。すでに市内14地区中９地区が導入済み。小宮教授は「不審者に脅威を与え、犯行を諦めさせる効果がある」と強調する。
　湘南大庭地区は週２回のパトロールを導入後、不審者の通報や落書きなどが減ったという。柳沢会長は「新潟の事件を受け、一層見回りを強化し、小さな異変にも気付けるようにしたい」と気を引き締めている。
　警察庁によると、17年に13歳未満の子供が被害に遭った刑法犯の認知件数は１万5721件で、07年の３万4458件と比べ半分以下に減少した。だが13歳未満の子供の被害を罪種別でみると、略取誘拐は07年が82件で17年が72件。見守り活動を行う防犯ボランティア団体は17年末で約４万７千団体に上るが、誘拐事件の抑止は十分とはいえない。
　17年３月に千葉県松戸市で起きた小３女児殺害事件の被害女児も１人で登校中に連れ去られたとみられる。事件を受けて千葉県は同年秋、県内の防犯団体のメンバーを集めて犯罪が起きやすい場所を示す地図を用いて効果的にパトロールする方法に関する研修会も開いた。
　東京都北区も17年１月、ホットスポット・パトロールマニュアルを作り、区役所などで配っている。同区危機管理課の担当者は「啓発に力を入れ、巡回の際はホットスポットを見逃さないという視点を区民に根付かせたい」と語る。
　北陸大の山本啓一教授（地域防犯）はホットスポット・パトロールは海外では標準的な方法だとした上で「学校や行政、地域住民が連携し、危険箇所を減らす町づくりにつなげていくことが重要だ」と指摘。「子供たちに危険な場所と安全な場所を見分ける力を育てる教育も欠かせない」と話している。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO30580390W8A510C1CC1000/
・「子ども食堂」行政後押し　運営助言や食材提供、大阪など（日経新聞・5月21日）
　地域住民らが子供に無料や低額で食事を提供する「子ども食堂」の運営を軌道に乗せようと、自治体が支援策に知恵を絞っている。食堂は全国で開設が相次ぐが、資金繰りや食材集めに窮し、閉鎖するケースもある。運営経験の豊富な民間団体に助言してもらったり、家庭で余った食材の提供を呼びかけたりして普及を後押しする。
子どもたちに温かい食事を提供する「にしなり☆こども食堂」（大阪市西成区）
　大阪府は2018年夏にも、福祉活動の運営実績がある団体を「コンシェルジュ」に任命し、子ども食堂の運営団体にアドバイスする制度をつくる。立ち上げなどの相談に応じたり、運営のノウハウを教えたりする。週３日以上、相談窓口を開くことなどを条件に最大450万円の補助金を出す仕組みだ。
　導入の背景には、子ども食堂の運営の難しさがある。府などによると、集まる子供の数や食材の仕入れが安定せず、短期間で閉鎖してしまうケースがある。衛生管理にばらつきがある問題も生じているという。助言役を付けることで「食堂の開設を促し、継続できる環境を整える」（府福祉部）のが狙いだ。
　関係者の期待も高い。大阪市西成区で13年から「にしなり☆こども食堂」を運営するＮＰＯ代表の川辺康子さん（52）の元には、開設を検討する市民らから「食材の確保はどうすればいいのか」「子供たちが集まってくれる方法は」など多くの相談が寄せられる。川辺さんは「これまで市民の手弁当だった活動に、行政が関わるのは一歩前進だ」と歓迎する。
　兵庫県明石市は18年５月、子ども食堂などを支援する一般財団法人「あかしこども財団」を設立した。財団は食堂の運営マニュアルの提供や衛生面の指導にあたる。食堂は３月時点で市内の15小学校区にあり、６月末までに全28小学校区に設置を目指すという。
　食材集めに取り組むのは堺市。５月７日～11日、市民らから家庭で余った食材を持ち寄ってもらう「フードドライブ」を実施した。食材は常温で保存でき、賞味期限が１カ月以上あるもの。ＮＰＯ法人「ふーどばんくＯＳＡＫＡ」（同市）を通じ、市内30カ所の子ども食堂を運営する団体に提供する。
　今後も定期的に開催する予定といい、堺市で食堂を運営する信田礼子さん（73）は「食材確保は大きな課題。スタッフの負担が減って助かる」と話した。
　広島県は18年度から小学生を対象に朝食を無料で提供する「食堂」のモデル事業を始める。地域のボランティアや民間団体に運営を委託し、登校前に立ち寄れるよう週３回程度、小学校の敷地内で開く計画。朝食に特化したケースは全国初という。
　県が17年度に実施した調査では、生活が困難な世帯の子供ほど朝食を取らず、学習面でつまずく傾向も見られた。県の担当者は「家庭の事情にかかわらず、子供たちが集中して学習に打ち込める環境作りをサポートしたい」としている。
■全国２千カ所　担い手はさまざま
　子ども食堂は2012年に東京で名付けられたのが始まりとされ、地域の子供たちに温かい食事や居場所を提供する。設置や運営に関する公的な基準はなく、ボランティアやＮＰＯ法人、社会福祉法人、企業など担い手はさまざま。月に数回など運営側が決めた頻度で開く事例が少なくない。
　支援団体「こども食堂安心・安全向上委員会」が18年１～３月に実施した調査では全国で２千カ所を超え、推計で年間100万人以上が利用しているという。
　急速に広がる背景には子供の貧困問題がある。厚生労働省の調査によると、平均的な所得の半分を下回る世帯で暮らす17歳以下の子供の割合を示す「子どもの貧困率」は13.9％（15年）で、先進国の中では高い水準にある。
　経済事情や親の帰宅が遅い家庭の子供を対象とした場だったが、近年は高齢者など大人も受け入れる食堂が増加。地域交流の場としての役割も担う一方、運営が困難になるケースもみられる。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO30750250R20C18A5AC1000/
・眠れない、外出できない　新潟女児殺害、同級生ら心の傷（朝日新聞・5月19日）
　新潟市西区で小学２年の女児（７）が殺害された事件の後、同級生らが心や体の不調を訴えている。学校では、スクールカウンセラーの支援が続く。子どもの「ＳＯＳ」に、周囲はどう対応すればいいのか。
　「夜眠れない」「怖くて外に出られない」。関係者によると、同級生からは、こんな訴えが相次いでいるという。ある保護者は「うちの子はニュースをずっと見ているが、友達が亡くなったことと結びつかない様子。何年か経って恐ろしいことだと実感した時、どうフォローすればいいのか……」と心配する。
　周囲の学校でも日常に変化が出ている。新潟市江南区の横越小学校の河野健一教頭（５３）は「事件後は最低２～３人で下校させ、職員による見守りも行っている。帰宅後に１人で遊びに行かないことも呼びかけている」。同市西区では事件後、二つの保育園が予定していた遠足を見合わせた。同区の団原伸子・指導保育士（５６）は「この３０年で初めての対応。子どもたちの命を最優先にした判断です」と話す。
　新潟市教育委員会は９日朝から、女児が通っていた学校にカウンセラーを派遣。１８日までに児童７２人、保護者９人が面談した。市教委は「すぐに悲しみを訴える子もいれば、だんだんと喪失感を表す子もいる。求めがあれば、すぐに対応できる態勢でいたい」として当面、派遣を続ける。
　文部科学省によると、小中学校にカウンセラーを定期的に派遣する制度は１９９５年度から始まり、２０１６年度は公立小の６５・２％、公立中の９４・１％で実施された。１９年度中に全ての公立小中学校で制度を整える。普段の悩み相談のほか、殺人のような悲惨な事件や災害が児童や生徒の身近なところで起きた時、学校で心のケアにあたる。
　昨年３月に千葉県松戸市で小学３年の女児が殺害された事件では、臨床心理士が直後に派遣された。児童や保護者、教職員からの約１００件の相談に乗った。松戸市教委は「いつでも相談できるという安心感が学校に生まれた」と話す。
　家庭や周りの大人は、どんな心構えが必要なのか。白百合女子大の曽我部和広教授（学校臨床心理学）は「とにかく安心感を与えること」と強調する。「『大丈夫？　大丈夫？』と過剰に心配すると、逆に不安をあおる。不安な子どもは甘えることもあり、年齢に関係なく受け入れて」と呼びかける。
https://digital.asahi.com/articles/ASL5L61V7L5LUTIL03P.html?_requesturl=articles%2FASL5L61V7L5LUTIL03P.html&rm=235
